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Ⅰ．法人の概要 

１．学校法人の沿革 
 

明治１４年  校祖渡邉辰五郎、本郷区湯島に「和洋裁縫伝習所」を開設 

明治２５年  和洋裁縫伝習所を拡張、「東京裁縫女学校」と改称 

明治３９年  師範科を新設 

明治４１年  師範科を廃し、高等師範科・高等師範別科・速成科を設置 

明治４４年  「財団法人私立東京裁縫女学校」設立認可 

大正 ９年  法人名を「財団法人東京裁縫女学校」と改称認可 

大正１１年  高等師範科を廃し、専門学校令による「東京裁縫女学校専門部」を新設 

認可。その後、専門部を「東京女子専門学校」と改称認可 

大正１５年  法人名を「財団法人渡辺女学校」と改称認可 

昭和 ５年  法人名を「財団法人渡辺学園」と改称認可 

昭和 ５年  創立 50 周年記念式典を挙行 

昭和 ６年  東京裁縫女学校を「渡辺女学校」と改称 

昭和１０年  創立 55 周年記念式典を挙行 

昭和１５年  創立 60 周年記念式典を挙行 

昭和１６年  高等女学校令による「渡辺高等女学校」を創設 

昭和１９年  渡辺女学校廃校 

昭和２０年  空襲により本郷湯島校舎全焼 

昭和２１年  東京第二陸軍造兵廠板橋製造所跡（現在地）へ移転 

昭和２２年  新学制による「渡辺女子中学校」を設置認可 

昭和２３年  新学制による「渡辺学園女子高等学校」を設置認可 

昭和２３年  渡辺女子中学校を「渡辺学園女子中学校」と改称認可 

昭和２４年  「東京家政大学 家政学部（生活科学科・被服科学科）」及び別科（１年 

       制）を設立認可 

昭和２４年  渡辺学園女子高等学校は「東京家政大学附属女子高等学校」と、渡辺 

学園女子中学校は「東京家政大学附属女子中学校」と改称 

昭和２５年  「東京家政大学短期大学部（家庭科）」を設置認可。これに伴い東京家政 

大学家政学部は被服科学科を廃し、生活科学科に児童栄養専攻と被服 

専攻を置く。別科は、短期大学に移行 

昭和２５年 創立 70 周年記念式典を挙行 
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昭和２６年  法人組織を改め、「学校法人渡辺学園」と変更認可登記完了 

昭和２６年  東京家政大学家政学部生活科学科は児童・栄養・被服の 3 専攻とする 

昭和２６年  東京女子専門学校廃校 

昭和２８年  東京家政大学短期大学部に「別科」（家政専修）を設置認可 

昭和２８年  東京家政大学短期大学部の「家庭科」を「家政科」に、別科を「家庭 

科」と定める 

昭和２８年  「東京家政大学附属みどりケ丘幼稚園」を設置認可 

昭和３１年  創立 75 周年記念式典を挙行 

昭和３５年  東京家政大学短期大学部の 2専攻を児童・栄養・被服の 3専攻とする 

昭和３６年  創立 80 周年記念式典を挙行 

昭和３７年  東京家政大学家政学部の学科組織を変更（生活科学科を廃し、児童学 

科・栄養学科・服飾美術学科とする） 

昭和３７年  東京家政大学短期大学部家政科の学科組織を変更（家政科を廃し、保育 

科・栄養科・服飾 美術科とする） 

昭和４０年  学校法人の主たる事務所の住居表示が現在地名に変更（東京都板橋区 

加賀一丁目 18 番 1号） 

昭和４１年  東京家政大学家政学部を児童学科・栄養学科・服飾美術学科とする 

昭和４１年  東京家政大学短期大学部を保育科・栄養科・服飾美術科とする 

昭和４１年  東京家政大学短期大学部別科の家政専修を生活教養科と改称 

昭和４１年  創立 85 周年記念式典を挙行 

昭和４２年 東京家政大学にナースリールームを設置 

昭和４２年 東京家政大学家政学部栄養学科を栄養学専攻と管理栄養士専攻に分離認可 

昭和４５年 東京家政大学家政学部児童学科を児童学専攻と児童教育専攻に分離認可 

昭和４６年 東京家政大学家政学部服飾美術学科を被服専攻と美術専攻に分離認可 

昭和４６年 創立 90 周年記念式典を挙行 

昭和５６年 創立百周年記念式典を挙行 

昭和５６年 東京家政大学短期大学部別科（家政専修）を廃止 

昭和６０年 埼玉県狭山市に校地取得（国有地払下げ） 

昭和６１年 埼玉県狭山市に狭山校舎を開設、ここに東京家政大学文学部（英語英文学 

科、心理教育学科）を開学 

平成 元年  東京家政大学大学院（家政学研究科修士課程＝食物栄養学専攻、被服 

造形学専攻）を開学 
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平成 ３年 創立 110 周年記念式典を挙行 

平成 ４年 東京家政大学大学院（家政学研究科修士課程）に児童学専攻を増設 

平成 ５年 東京家政大学大学院（家政学研究科博士後期課程）人間生活学専攻を増設 

平成 ６年 校祖渡邉辰五郎生誕 150 年（記念行事を行う） 

平成 ７年 東京家政大学短期大学部国際コミュニケーション科を設置 

平成 ８年 東京家政大学大学院文学研究科を設置 

平成 ９年 東京家政大学家政学部環境情報学科を設置 

平成 ９年 東京家政大学家政学部服飾美術学科の「被服専攻」を「服飾専攻」に改称 

平成１４年 東京家政大学家政学部児童学科に育児支援専攻を設置 

平成１５年 東京家政大学家政学部服飾美術学科美術専攻を改組し、造形表現学科を 

設置 

平成１５年 東京家政大学家政学部服飾美術学科服飾専攻を東京家政大学家政学部服飾 

美術学科に変更 

平成１８年 文学部開設 20 周年記念式典を挙行（狭山校舎） 

平成１８年 創立 125 周年記念式典を挙行 

平成１９年 板橋校地の隣接国有地を購入 

平成２１年 東京家政大学家政学部環境情報学科を「環境教育学科」に改称 

平成２１年 東京家政大学文学部を「人文学部」に、同英語英文学科を｢英語コミュニ

ケーション学科｣に改称 

平成２１年 東京家政大学家政学部児童学科児童教育専攻を廃し、「児童教育学科」を 

設置 

平成２１年 東京家政大学文学部心理教育学科を廃し、「人文学部心理カウンセリング

学科・教育福祉学科」を設置 

平成２１年 東京家政大学短期大学部国際コミュニケーション科廃止 

平成２３年 創立 130 周年記念「渡邉辰五郎賞」創設 

平成２４年 東京家政大学大学院家政学研究科、文学研究科を改組し、人間生活学総合 

研究科を設置 

 東京家政大学短期大学部服飾美術科廃止 

平成２５年 東京家政大学文学部心理教育学科廃止 

平成２６年  東京家政大学大学院文学研究科廃止 

  東京家政大学看護学部（看護学科）、子ども学部（子ども支援学科）を 

設置 
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       東京家政大学かせい森のおうちを狭山校舎に設置 

       かせい森のクリニックを狭山校舎に設置 

平成２７年  東京家政大学大学院家政学研究科を廃止 

平成２８年 東京家政大学かせい森の放課後等デイサービスを狭山校舎に設置 

平成３０年  東京家政大学看護学部を健康科学部に改称し、リハビリテーション学科 

       を設置 

平成３１年  幼稚園型認定こども園 東京家政大学附属みどりケ丘幼稚園及び東京家政 

大学ナースリールーム（事業所内保育所）を開設 
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２．設置する学校の内容 

令和元年5月1日現在 

学校名 学部名等 学科名等 
入学 
定員 
(人) 

入学 
者数 
(人) 

収容 
定員 
(人) 

現員 

(人) 
備考 

東京家政大学 人間生活学 人間生活学専攻   3   1   9     7  

大学院 総合研究科 児童学児童教育学専攻   5   2   10    11  

  健康栄養学専攻   5   7    10    10  

  造形学専攻   4   1   8     9  

  英語・英語教育研究専攻   4   2   8     8  

  臨床心理学専攻   8   8    16    16  

  教育福祉学専攻     4   0   8    0  

 計    33    21    69    61  

東京家政大学 家政学部 児童学科  210  220  860   925  

  児童教育学科   85    86  350   390  

  栄養学科  280  289 1,150 1,245  

  服飾美術学科   175  182  710   768  

  環境教育学科    75    79  310   313  

  造形表現学科   120  135  482   540  

 人文学部 英語ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学科   120  122  490   569  

  心理ｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞ学科    80    85  330   362  

  教育福祉学科    70    76  290   313  

 健康科学部 看護学科   100   107   400   417 

平成30年度名称

変更 看護学部

⇒健康科学部 

  ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ学科    80    72    160    125 
平成30年度学科

開設 

 子ども学部 子ども支援学科   120   137   440   471 
平成30年度より

定員増100⇒120 

 計 1,515 1,590 5,972 6,438  

東京家政大学短期大学部 保育科   120    91   240   212  

 栄養科    80    83   160   165  

  計   200   174   400   377  

東京家政大学附属女子高等学校 全日制普通科   360   229 1,080   622  

東京家政大学附属女子中学校   150    50   450   184  

東京家政大学附属みどりケ丘幼稚園    72    49    140   115  

学園計 2,330 2,113 8,111 7,797  
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３．施設の状況 

令和 2年 3月 31 日現在 

施 設 名 住   所 面   積 

板 橋 校 舎 
〒173-8602  

東京都板橋区加賀１－１８－１ 
88,400.08 ㎡ 

狭 山 校 舎 
〒350-1398  

埼玉県狭山市稲荷山２－１５－１ 
83,282.24 ㎡ 

校外施設 
箱根仙石 

セミナーハウス 

〒250-0631 

神奈川県足柄下郡箱根町仙石原９３１ 
2,963.89 ㎡ 
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４．法人組織構成 

令和元年 5月 1日現在 

 

ナ ー スリ ール ーム
（事業所内保育所）

事 務 室

か せ い森 のお うち 事 務 室

かせい森の放課後等

デ イ サ ー ビ ス
事 務 室

附 属 女子 高等 学校 事 務 室

附 属 女 子 中 学 校 事 務 室

認 定 こ ど も 園 附 属

み ど り ケ 丘 幼 稚 園
事 務 室

地 域 連 携 推 進 セン ター 事 務 室

ﾋ ｭ ｰ ﾏ ﾝ ﾗ ｲ ﾌ 支 援 ｾ ﾝ ﾀ ｰ 事 務 室

か せ い 森 の ク リニ ック 事 務 室

グローバル教育センター 事 務 室

生 涯 学 習 セ ン タ ー 事 務 室

臨 床 相 談 セ ン タ ー 事 務 室

狭 山 保 健 室 事 務 室

生 活 科 学 研 究 所 事 務 室

女 性 未 来 研 究 所 事 務 室

事 務 室

監 事
教 員 養 成 教 育 推 進 室 事 務 室

学 務 課

保 健 セ ン タ ー 事 務 室

大 学 図 書 館 事 務 室

狭 山 図 書 館 事 務 室

短 期 大 学 部 博 物 館 事 務 室

狭 山 学 務 部 総 務 課

理 事 長 理 事 会

大　学　院 大 学 院 事 務 室

大 学 アドミッションセンター 事 務 室

教 育 支 援 セ ン タ ー 教育・研究支援課

評 議 員 会
学 修 支 援 課

学 生 支 援 セ ン タ ー 学 生 支 援 課

キ ャリ ア支 援課

学 園 本 部 総 務 部 総 務 課

Admission Office of

All Academies
事 務 室

ﾋｭｰﾏﾝﾗｲﾌ支援機構準備室 事 務 室

かせい森の産後ケアサロン

内 部 監 査 室 事 務 室

学 園 運 営 室 事 務 室

ｺ ﾝ ﾋ ﾟ ｭ ｰ ﾀ ｼ ｽ ﾃ ﾑ 管 理 ｾ ﾝ ﾀ ｰ 事 務 室

人 事 課

財 務 部 経 理 課

管 財 課

発 注 ・ 検 収 課

学修・教育開発センター 事 務 室

共 通 教 育 推 進 室
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５．役員・評議員・教職員の概要 

 

（１）第 23 期理事会･第 23 期評議員会 

定 数 理事長・理事 10 名    

 監事 2 名    

 評議員         22 名～29 名 

【役員】 

実 数 理事 10 名   （平成 31 年 4 月 1 日～令和 2年 3月 31 日） 

監事  2 名   （平成 31 年 4 月 1 日～令和 2年 3 月 31 日） 

理 事 長 菅 谷 定 彦 
学校法人渡辺学園理事 

総括、財務･総務･人事･教学担当 

常務理事 山 本 和 人 
東京家政大学学長･東京家政大学短期大学部学長 

総括、財務･総務･人事･教学担当 

常務理事 篠 澤 文 雄 

東京家政大学附属女子高等学校･東京家政大学 

附属女子中学校校長 

附属中･高（含む給食施設）担当 

常務理事 笹 井 邦 彦 東京家政大学教授 

常務理事 木 元 幸 一 
総務･人事･AOAAc･CPS 管理・教学・附属中･高 

（含む給食施設）担当 

常務理事 岩 井 絹 江 

労務･学園運営室･AOAAc･広報･総務補佐･食堂･ 

校外施設･教学･狭山新設学部･幼稚園･ナース 

リールーム･かせい森のおうち･かせい森の放課後 

等デイサービス担当 

常務理事 岩 田   力 

総務･人事･教学･狭山学務部･狭山新設学部･幼稚園･

ナースリールーム･かせい森のおうち･かせい森の 

放課後等デイサービス担当 

理  事 森 田 幸 雄 東京家政大学教授 

理  事 大 倉 洋 代 緑窓会 

理  事 加 藤 信 子 緑窓会 

監  事 和 田 義 博 公認会計士  

監  事 長 田 紀久子  
 
 

【評議員】 

実  数  評議員 29 名 （平成 31 年 4月 1日～令和 2年 3月 31 日） 

寄附行為第 15 条第 1 項第 1 号の評議員 

伊 澤    修 今 留    忍 大 澤    力 折 井  晋 也 

黒石田  紀 文 笹 井  邦 彦 手 嶋  尚 人 藤 森  文 啓 

保 坂  克 二 松 村  道 夫 松 本  寛 子 三浦(岡安)正 江 

森 田  幸 雄    
 

寄附行為第 15 条第 1 項第 2 号の評議員 

大 倉  洋 代 加 藤  信 子 久 保  麗 子 近 江  ひろえ 

武 政  明 子 土 田  壽 子 手 塚  道 子 中 里  喜 子 

和 田  み な    
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寄附行為第 15 条第 1 項第 3 号の評議員 

新 井  哲 男 井 上  俊 哉 岩 井  絹 江 岩 田    力 

木 元  幸 一 佐々木  聰 子 森 田  松 子   

 

 

（２）教職員の概要 

令和元年 5月 1日現在 

区分 法人 大学 短大 高等学校 中学校 幼稚園 ﾅｰｽﾘｰ 森のおうち ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽ 計 

教

員 

本

務 
 229 22 49 21 16    337 

兼

務 
 396 19 22 5 0    442 

 計  625 41 71 26 16    779 

職

員 

本

務 
4 220 20 8 2 1 7 14 3 279 

兼

務 
0 90 6 11 7 8 3 8 7 140 

 
計 4 310 26 19 9 9 10 22 10 419 

合 

計 
4 935 67 90 35 25 10 22 10 1,198 

 

教員（本務）の平均年齢     49.3 歳    

 

職員（本務）の平均年齢     38.5 歳    
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６．理事会・評議員会等の概要 

 

常 務 理 事 会 11 回 

4/9 5/14 6/11 7/9 9/10 10/8 11/12 

12/10 1/14 2/18 3/10    

臨時常務理事会 2 回 12/19 3/13      

理 事 会 11 回 

4/23 5/28 6/25 7/23 9/24 10/29 11/26 

12/17 1/28 2/25 3/24    

臨 時 理 事 会 2 回 11/26 3/24      

評 議 員 会 3 回 5/28 11/26 3/24     

 

＊監事は常務理事会（臨時含む）を除く、理事会（臨時含む）及び評議員会へ出席した。 
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Ⅱ．事業の概要 
１．学校法人の概況 

令和元（2019）年度事業計画に基づき学園が取り組んだ大きな事業として、大・短では①

附置機関の機構化と研究支援体制の整備、②グローバル教育センターの始動、③改組案の検

討など、中高では①第 3次再建策の実行、②IB（国際バカロレア）教育の導入準備など、ま

た、幼稚園・ナースリールームでは①幼稚園型認定こども園東京家政大学附属みどりケ丘幼

稚園と東京家政大学ナースリールーム（事業所内保育所）への改編による新たな教育・保育

の実施が挙げられるが、その他のことも含め主な事業の進展状況は以下の通りである。 

先ず、大・短の①ではヒューマンライフ支援機構設置準備室を立ち上げ、既存の 2つ研究

所と 3 つのセンターが連携・協働して課題解決に当たる機構を整備し令和 2 年度に設立す

ることとした。②のグローバル教育センターでは、令和 2年度から始まる新しい英語教育の

体制整備や英語学習サポート、国際交流の充実など次のステップに繋がる活動を行った。③

の改組では児童学科・児童教育学科を児童学部に、栄養学科を栄養学部にする届出改組、子

ども学部を子ども支援学部にする名称変更の準備をした。また、この他、100 分授業、履修

単位数のキャップ制及び授業科目のスリム化などの授業改革を行った。 

次に、中高では①の第 3 次再建策として生徒数に見合った教員数と教研費の削減による

支出抑制が図られた。結果として、教研費の削減は達成できたが教員数については目標を大

きく下回った。2020 年度の入試で中高とも入学者が増加したが、なお令和 2 年度予算ベー

スで基本金組入前当年度収支差額はマイナス約 2.6 億円あり、まだ再建には程遠く更なる

改善が必要である。②の IB（国際バカロレア）教育では、令和元年 10 月に国際バカロレア

中等教育プログラム（MYP）の候補校に認定された。令和 2 年度からは学校改革の一つとし

て中学校から確かなグローバル教育と国際社会で活躍できる女性を育成する。 

また、幼稚園・ナースリールームは、それぞれ「幼稚園型認定こども園」・「小規模事業Ａ

型に準ずる事業所内保育所」として新たにスタートを切った。幼稚園とナースリールームの

連携や定員増、教育・保育の時間延長、あるいは行政との手続きなど大きく環境が変化した

が、無事、1 年目を終えることができた。しかしながら、連携園としての安定した園運営や

教育・保育の質の向上など更に改善を目指す。今後に向け、関連する大・短や中高あるいは

他の保育施設との連携を図り、そのメリットを利用者に還元したい。 

この他、広報の見直しの一つとして学園ホームページをリニューアルし公開した。ホーム

ページを中心に Web 広報を充実させ学園の知名度をアップさせる戦略を練るため、Web 戦略

準備室を立ち上げ計画的な更新やアクセスログの分析などを行い、新しいホームページを

検証・分析した。令和 2 年度には Web 戦略室となり、部署として本格的に活動を開始する。 

そして、140 周年記念事業である新棟建設では、学生や教職員の他、卒業生からも意見を

求めるなどして、令和 2 年 1 月の理事会において中高 F 校舎を取り壊した跡地とその周辺

を敷地として建築することが決定した。令和 4 年度の竣工を目指し、百周年記念館から博物

館を移設するとともに社会連携を推進するヒューマンライフ支援機構を収容することも併

せて決まった。今後さらに将来ビジョンを見据えた建物内の施設や教室などを具体的に詰

め、基本設計へと進めていくことになる。 

一方、財政面から見ると令和元年度決算の事業活動収入は、学納金及び施設設備補助金の

減少を主因に前年度比 343 百万円減少し 11,710 百万円となった。また、事業活動支出は、

人件費及び教育研究経費の増加を主因に前年度比 303 百万円増加し 10,747 百万円となっ

た。これにより、基本金組入前当年度収支差額は 963 百万円となり、前年度比 646 百万円

の減少となった。特に人件費比率は当初目標値を 2.4 ポイント上回っており、適正化を求め

改善に取り組む必要がある。詳しくは、本報告書のⅢ．財務の概要を参照されたい。 
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２．主な教育研究活動 

大学・大学院・短期大学部の概要 

創立 138 年となる令和元（2019）年度の学校別教育研究活動については、大学院、大学、

短期大学部の事業は次の通りであった。 

１）板橋校舎における大学（家政学部、人文学部）・短期大学部・大学院ともに授業時間を

90 分から 100 分に改めた。 

２）大学では新カリキュラムに移行した。家政学部、人文学部、子ども学部は、1年時に自

校教育科目を導入した。また、1 学年の履修単位数にキャップ制を導入した。 

３）全学的な機関として、国際交流センターをグローバル教育センターに改組し、諸事業を

開始した。国際交流の充実を図るとともに、共通教育科目の外国語科目をセンターの所管

とした。また、センター所属の特任講師を採用した。 

４）ヒューマンライフ支援機構設置準備室を設置し、準備に当たった。関係の研究所・セン

ターと、組織、規程、書類等の準備・検討を行った。 

５）「私立大学等改革相互支援事業」を推進する体制をととのえ、準備に当たった。申請の

結果、大学の「タイプ 3（プラットフォーム型）」が選定された。 

６）研究面では、「ひとの生（Life）を支える学の構築」の事業として、東京家政大学総合

研究プロジェクトの 2 年目の研究を行った。 

７）高等教育の修学支援制度の申請を行い、対象大学としての確認を受けた。 

８）その他、FD、SD 研修を行った。リサーチウィークスを設け、教員の研究成果発表、学  

長裁量経費による教育改善・改革のための研究募集とその成果発表会等を開催した。 

９）教学組織における最上位の組織として、全学運営会議を設けた。また、そのもとで、 

①将来構想検討特別委員会、②改組検討特別委員会、③会議体系・規程検討特別委員会、

④内部質保証検討特別委員会の 4 つを設けた。改組検討特別委員会のもと、ワーキンググ

ループを設置し、児童学部、栄養学部の設置を届け出ることとなり準備を行った。また、

子ども学部の名称を子ども支援学部として届け出を行う準備をした。 

10）大学院・大学・短期大学部の中期計画策定にあたって、将来構想特別委員会による中期 

 計画をもとに全教職員を対象にパブリックコメントを募集した。また、学生からの意見も 

 聴取した。 

11）教育の内部質保証検討特別委員会のもと、内部質保証委員会、自己評価委員会、および、

点検システムを再検討し、次年度からの仕組みを変更することとなった。 

12）教員選考基準の規程の検討に入り、中間報告を得た。引き続き検討を行う。 

13）諸会議をペーパーレス化した。 

 

〔大学・大学院・短期大学部〕 

１．家政学部 

家政学部は、6学科から構成されている。各学科の令和元年度事業報告は以下のとおりである。 

 児童学科は、児童学専攻と育児支援専攻から構成されている。令和元年度に新カリキュラムに

移行するにあたって、新入生・保護者・非常勤講師向けに学びの変化（授業時間の変更と授業外

学修の確保等）に関する文書を送付して周知した。また、専任教員同士で、科内会議や「児童・

保育カフェ」を通じた情報共有や議論による授業改善に取り組み、学科の DP をふまえた「学修

成果指標」を作成して学年ごとの学修達成状況を把握する方法を開発した。本年度から、従来の

教育・保育実習に加えて自校附属園実習も始まり、1年次からの実践的な学びが強化されている。

就職状況も好調で、多くの学生が保育所・幼稚園・こども園・児童福祉施設等に就職が決定した。 

児童教育学科は、小学校教諭養成を中心に、教員としての資質能力の育成に関する 5 つの DP 

を示し、特に実践的な授業力の育成を図るため理論と実践の往還から自ら省察できる能力を育

てる新しいカリキュラムを展開し始めた。また、教員採用試験に向けた個別指導やセミナー等の

全教職員によるバックアップ体制を整え、多くの学生を教員として輩出している。令和 2 年 3月
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中旬で、令和元年度末卒業予定の 115 名中、 都道府県等の小学校教員として 61 名が正規及び臨

時として採用され、臨時任用の連絡待ちの者が 43名ほどいる。 

栄養学科は、栄養学専攻と管理栄養士専攻から構成されている。栄養学専攻ではフードスペシ

ャリスト試験受験資格が取得でき、今年度の受験者数は 93 人で、合格者数は 92 人、合格率は

98.9％であった。管理栄養士専攻は、171 人が 3月 1日の管理栄養士国家試験を受験したが、合

格発表日は 3月 27 日である。両専攻とも 3 年次に全員が栄養士実力認定試験を受験する。受験

者数は栄養学専攻が 129 人、管理栄養士専攻が 169 人で、試験の結果 A評価は栄養学専攻が 111

人で 86.0％、管理栄養士専攻が 156 人で 92.3％であった。 

服飾美術学科は、服飾を科学とファッションの両面からとらえ、ファッション・教育分野に貢

献できる人材の育成を行っている。令和元年度は、10月に緑苑祭でファッションショー「EVE」、

学科シンポジウム「ものづくりの最前線 −ニットビジネスの場合−」を行った。1 月末には、東

京都北区の連携と十条銀座商店街の協賛による「十条コレクション・ハンドメイドショップ」で、

学生によるアパレル製品の製作と販売を行った。また 2 月に卒業研究の成果を口頭発表、展示発

表、ショー形式発表という 3 つの形式で発表を行った。 

環境教育学科では環境関連資格の充実を図っている。環境カウンセラー全国協議会からは「炭

谷賞」を本学が受賞した。また、環境プランナーでは元環境大臣の小沢鋭仁特任教授による「環

境シンポジウム」などの開催による環境意識を高める活動を充実させた。その結果、今年度の本

学科受験生総数は昨年を上回った。また、インスタグラムを活用した広報活動を実施した。今後

は中高理科免許との連動性を意識した「環教女子」育成を充実させて、魅力ある学科をアピール

していく。 

造形表現学科では、学内でのプロジェクト学修であるアートキャンプや、学外での協働学修、

今年度から展開を始めた表現と社会領域での実践的な学修などを通し、造形表現を活かしたコ

ミュニケーションの在り方や、社会の中での表現の役割について自発的に学ばせることができ

た。多様な内容で展開している実習授業では、自分の考えを形にするという自発性や、作品を完

成させるという過程において、持続的な粘り強い気持が養われ、卒業後の多様な進路へとつなが

る人間力育成となっている。また、4年間の学修の集大成である卒業制作展を北区との連携を得

た中で、2月中旬、北区施設北とぴあに於いて開催した。 

 

２．人文学部 

人文学部の主な事業として、第 1 に平成 30（2018）年度に学部で導入した「蓄積型自己

評価・フィードバック web システム（ASF システム）」のデータ分析を行った。全学年のデ

ータを用いて、学年ごとに生活態度や学修達成状況を把握した。また、人文学部科長会で情

報共有し、次年度の教育活動や学生支援への活用方法を議論した。第 2 は「人文学部におけ

る教育方法の改善に関する勉強会」の開催であり、manaba の効果的な活用の在り方（第 1

回）、反転授業（第 2 回）をテーマに取り上げて実施した。第 3 は大学 HP における学科ペー

ジの充実であり、学科トピックスの更新頻度を大幅に増加し、教育活動や学生生活の様子を

積極的に社会に発信した。学科では、フレッシュマンセミナー、各種ガイダンスや履修指導、

学科シンポジウムに加え、以下の活動を行った。 

英語コミュニケーション学科：4 つの柱を設置した新カリキュラムを開始し、新設された

「留学コース」の志望者選抜や事前指導を行った。また、英語力向上のための英検及び TOEIC

の団体受験、キャリア支援としての ANA エアラインスクール、世界遺産検定講座、ANA 総研

による成田空港インターンシップを実施し、充実した学生支援を行った。 

心理カウンセリング学科：より効果的な教育方法を目指して教育改革推進（学長裁量）経

費を獲得し、動画を用いた反転授業研究を継続して昨年度以上の効果を上げた。また、キャ

リア支援として「卒業生と語る会」を実施したり、養護教諭教員採用試験で多くの合格者現

役 5 名、既卒者 12 名）をあげるなど成果をあげた。 

教育福祉学科：資格取得ガイダンスや充実した国家試験対策・キャリア支援を行った。令

和 2 年に行われた第 31 回社会福祉士国家試験（現役合格率 94.1％、私立大学 2 年連続全国
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1 位）、第 22 回精神保健福祉士国家試験（現役合格率 100％、全国 1位）では、昨年度同様

に好成績をあげた。また、緑苑祭では「ユニバーサル・ミュージアム」を企画し、広瀬浩二

郎先生（国立民族学博物館・大阪）による五感を使った体験から学ぶワークショップを行っ

た。 

 

３．健康科学部 

今年度の事業計画の 1 つ、教育の質保証・質改善は看護学教育モデル・コア・カリキュラ

ムを踏まえ、新・旧カリキュラムの評価を行った。看護学科は、病気をみる「医療」の視点

と生きていく営みである「生活」の両方の視点から、その人を支援することに価値を置き「生

活の質を維持する看護」が提供できる看護職者を育む教育に主眼を置いている。モデル・コ

ア・カリキュラムで示された学修目標との合致および教育内容の不足の有無を確認した結

果、モデル・コア・カリキュラムを満たしていた。 
6 月にスタートした産後ケア事業は、定期的に開催するイベントにより利用者の満足度は

高く、初年度としては概ね成果があったと評価できる。 
開設 2 年目のリハビリテーション学科は、理学療法士作業療法士養成校指定規則の改正

に伴い、新カリキュラムを文科省に提出した。本学科のカリキュラムは改正案を予測し、臨

床実習時間数を多く設定していたため、変更作業が少なくて済んだ。各専攻において、学年

進行に併せて専門基礎科目および専門科目の授業が進み、学生は演習等で知識・技術を修得

する機会が多くなった。「コミュニケーション実習」と「地域保健実習」の事前学習として

実施した OSCE（客観的能力試験）は、学生の知識・技術を高めることができ、学生からも好

評を得ることができた。 
 

４．子ども学部 

 令和元年度子ども学部子ども支援学科は、『支援を要する子を含むすべての子どもの存在

そのものをまるごと受け止め、文化や国の違いも越えた広い視野で子どもを見つめ、もって

生まれた可能性を広げられる保育者養成』に邁進した。特に、今年度からスタートした新カ

リキュラム展開に沿った①特別支援教育科目群（教諭免許取得）②健康保育科目群（医療保

育・病児病後児対応学修）③子ども芸術・文化科目群（臨床美術士受験資格取得）において

は、様々な創意工夫を行いつつその充実した学修活動を行った。また、グローバル教育の一

環として海外での保育実習体験（ミュンヘン・スタディーツアー）やリトミックの指導法学

修（子どもの音楽Ⅰ）、乳児保育学内実習などの他、学外活動（音楽ボランティア公演、狭

山七夕展示参加、稲荷山公園フェスタ展示参加、ふくしま学宿展開など）も実施し、教育の

質を高めつつ前年度を上回る入試状況と就職率 100％を確保した。 

 

５．大学院 

家政学研究科と文学研究科を改組統合した人間生活学総合研究科では、実績ある社会人

の入学者が増えており、この傾向は今後も続くと思われる。社会人は、既に実績を積んでい

る点でストレートマスターとは異なる資質での入学者であるため、適切な教育研究指導体

制を整え、汎用的技術と基礎学力および論文作成のための力を確保するための共通科目を

充実している。統計解析入門（統計解析の基礎知識の修得）、プレゼンテーション論（プレ

ゼンテーションの基礎知識の修得）、アカデミック・ライティング（学術的英文作成の基礎

知識の修得）を開設した。4 月のオリエンテーションにおいては、新入生向けの「フレッシ

ュマンセミナー Lecture」を開催、本学教授陣から「大学院生に求める姿勢と勉学の勧め」

を、在学生には「研究倫理と研究デザイン」の講義を行った。大学院に進学することにより

得られる十分な教育を行うため、学生指導体制を整え、大学院進学への付加価値と評価を高

めるよう努めた。大学院全体の専門性と多様な社会的需要の観点及び後進の育成について、

将来的視点と総合的判断から専門性のある教授が指導にあたることにより、教育・研究の質

的向上、研究倫理教育の充実を図っている。 
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大学院生の学修継続の支援のための、出産・育児休学授業料減免制度や、大学院での研究

の活性化と高度化を幅広く展開していくための院生と教員対象のフィールドワーク研究の

助成制度も活用されている。また、本学卒業生および教職員が論文博士の学位を申請しやす

くするため、学位規程を整備した。さらに、学園の支援によりベスト論文理事長賞を授ける

栄誉を頂き、令和元年度は 1 名が受賞し、本学大学院の発展に寄与された。 

今後は、大学院内に留まらず、学部や学内の附置施設との連携研究を活発に行い、本学に

おける研究の質的高度化とスケールの拡大化に貢献し、研究に付随してくる大学院教育の

さらなるレベルアップを目指したい。 

 

６．短期大学部 

短期大学部は 2科で構成されている。 

保育科は、豊かな表現力を持ち、明るくアクティブな保育を展開できる幼稚園教諭・保育

士等の保育者養成を目的とした学科である。今年度より開講された「自校・初年度教育科目」

では本学についての学びを深め、情報の活用や吟味の方法、資料の要約と伝達方法、遊びの

実践と展開などについて、グループワーク等の中で修得した。保育総合表現、保育実践演習

等の科目では、よりアクティブで表現力・実践力のある保育者の養成を目指してきた。卒業

生は保育現場からの評価が高く、ほぼ 100%の就職率となっている。 

栄養科は、2年間で栄養士，教員免許およびフードスペシャリストの資格を取得し、多様

化する現代の食環境において適切な指導ができる人材を育成している。今年度は栄養教諭

採用試験に合格、栄養士実力認定試験において全国の学部短大合わせて 9.180 名中 2 位と

いう好成績を修めるなど学生の努力と教育の成果がみられた。18 歳人口の減少や四大志向

の時代にあるが、就職率も毎年 90%以上となっていることから、現状では入学者も定員を確

保できている。 

 

７．学生確保   

令和 2 年度入学試験（令和元年度実施）では、渡邉辰五郎（自主自律）入試が昨年の倍増

に続き、今年のエントリー数も昨年（159 名）を大幅に上回り、235 名と 5 割近くの増加と

なった。入学手続者も一昨年の 31 名、昨年の 64 名に続き、今年は 86 名となり、手続き者

も順調に増加している。入学者選抜の中核として今後も拡充を図っていく。 

次に推薦入試であるが、公募推薦を入試改革の柱と位置付け、「質」を重視する為に選抜

機能を高めた入試（グローアップ入試）へ変更した。具体的には、すべての学科・科におい

て基礎学力調査（国・数・英）を必修とした。そのため、受験生から敬遠される危惧はあっ

たが、結果として 339 名（前年 264 名）の志願者があり、28.4％の増加となった。「質」を

重視することで「数」も増加したことは、本学の入試改革の姿勢が高校や受験生に評価され

た結果と認識している。 

また、一般入試では、受験生の年内志向・安全志向が一段と強まったために、多くの大学

で志願者が激減するという従来になかった状況であったが、本学は最初の統一地区入試で

前年比 109.5％と増加した。続く一般（1 期）では前年比 98.7％と僅かな減少だったが、一

般（2期）は前年比 63.8％と大きく減少することとなった。 

さらに、センター試験利用入試でも一般入試同様、前半の A 日程・B日程では前年比 92.3％、

91.5％と他大学に比べて減少幅が小さかったが、最後の C 日程では、前年比 45.5％と大幅

な減少となった。 

前述したとおり、競合する多くの大学が激減する中、当初は受験生が増加傾向にあったが、

後半の入試日程ではこの増加が受験生から逆に敬遠される要因となり、一般・センター試験

利用入試の合計は前年比 91.1％（8,515 名）という結果であった。河合塾の調査によれば、

「首都圏 14 女子大学（本学含む）」の平均が前年比 85％、受験者層が厚い「日東駒専」が

同 90％（日大問題の反動で日大のみ増加）、「成成明國武」は同 86％と減少しており、本学

の募集状況は他大学との比較においては決して悪くはない。しかし、今後の本格的な 18 歳
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人口の減少を考えると、一般入試のあり方を捉え直す時期に来ていると考えられる。 

今年度の結果を学部単位でみると、家政学部は 5,262 名（前年比 94.3％）であり、大き

な減少には至っていない。一方で、昨年大きく増加した人文学部が1,677名（前年比76.8％）

と大幅な減少となっている。特に、昨年 155％超という大幅増であった英語コミュニケーシ

ョン学科が 492 名（前年比 61％）と激減したことが減少の大きな要因となっている。全体

の減少数 836 名の内、315 名が英語コミュニケーション学科であり、減少の約 4 割が英語コ

ミュニケーション学科で占められていることになる。本学の学科の中で最も他大学との競

合が多い分野であるため、その反動も大きく出ているものと考えられる。今回の結果を受け

て、英語コミュニケーション学科の募集強化を来年度の課題として取り組んでいきたい。 

ただ、懸案であった「リハビリテーション学科」の志願者数は 282 名（前年比 166.9％）と

大幅増となり、2 年連続での増加となった。作業療法学専攻が 111 名（同 154％）、理学療法

学専攻が 171 名（同 176.3％）と両専攻ともに好調であった。18 人歳口の減少と定員管理厳

格化や入試改革等の影響により、今年度は全般的に厳しい状況であったが、リハビリテーシ

ョン学科に関しては 3 年間の広報活動により、高校や受験生にその存在が浸透し、オープン

キャンパス等での施設の充実や教育内容が周知された結果と考えられる。 

 今年度、年内入試は渡邉辰五郎（自主自律）入試、推薦入試ともに増加したが、一般・セ

ンター利用入試では後半の入試日程が大きく減少した。そのため、総志願者数が 2年連続で

の 1 万人突破は叶わなかったが、「質」を重視した推薦入試の改革において、結果を伴った

実績をあげることが出来たことは大きな収穫であった。来年度はセンター試験から共通テ

ストに変更される入試改革初年度であり、受験生の動向がどのように変化するかを注視し

つつ、定員確保を前提に「質」を高められる学生募集を目指していきたい。 

 

８．就職活動 

売り手市場と言われる中での採用活動は、企業側の早期の水面下での説明会や選考開始

などの影響で、採用活動が早期化した。社会や経済の影響を受けながらの就職活動は、企業

だけではなく専門職にもおよぶため、学生が焦りや不安を増幅する環境とならないよう、学

内での連携強化による適切な支援と安定的に本学学生の採用に結びつく企業・医療・保育所

等との信頼関係の構築を進めたい。 

 早期に学生の志向・意向・動向を把握すると共に、各学科・科、キャリア就職委員会、教

員養成教育推進室、教育支援センター、保健センター等、キャリア支援課及び狭山学務課が、

教員及び他部署と連携しながら、個々の学生のおかれている背景をも踏まえ多岐にわたる

支援を実施し、学科・科の専門性や要望、専門職関連の個人相談の充実や看護職を含めた OG

の活用による支援プログラムを展開した。 

 また、人事担当者等による業界・企業研究セミナー、女性のキャリアデザイン、面接講座

を実施した。学内企業セミナーは実施時期を早め 2 月初旬から開始した。参加企業 164 社

には株式会社大学通信が「著名企業 400 社」に選んでいる 22 社が含まれ、著名企業 9 社を

含む 27 社の企業が新規参加の予定で準備したが、3 月のセミナーは新型コロナウイルスの

感染対策により数社の参加辞退や全体説明の中止、教室への入場制限をし小規模開催とし

たが、参加した学生には活発な動きがみられた。4月に追加説明会を開催するなどして今後

の採用先のパイプの強化に繋げたい。 

 

９．教育研究の充実 

１）教育支援センター 

平成 29（2017）年度に、単位の実質化、教育の質保証を主な目的とした授業改革に向

け授業科目のスリム化、各学科のカリキュラム改訂、全学共通教育科目の改訂、年間履修

可能単位数の上限設定、100 分授業の導入を機関決定した。平成 30 年度はこれらの実施

に向けた各種準備（学生便覧の改訂、学則教育課程表の改訂、100 分授業実施の保証人へ

の通知、100 分授業に対応する勤務体制、後期履修登録制度導入等）を実施し、令和元年
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度に授業改革の諸制度をスタートさせた。今後、学生・教員からの意見を踏まえ、これら

の制度の検証を行い、さらに授業改革の効果を上げるべく取組んで行く。 

 

２）学生支援センター（学生支援課） 

建学の精神である「自主自律」の実践を促進するため、以下について、大学内の組織間

の連携のもと学生支援を実施した。①正課外活動においては、サークルの地域参加の促進

および、課外活動に関する学生ニーズを調査、現状把握を行った。②経済的支援として本

学の奨学金制度の整備、「高等教育の修学支援新制度」の開始に伴う支援を始めた。③ハ

ンディキャップのある学生も円滑に学生生活を送れるように、支援を行った。その他、台

風による被災学生への支援、課外活動等における新型コロナウイルス感染対策として学

生の危機管理対応を行った。 

 

３）学修・教育開発センター 

2 年以上の準備を経て開講した自校教育科目「スタートアップセミナー自主自律」は、

学科を超えた協同学習を通じて、1 年生が主体的学びの姿勢を獲得することを目指してい

る。教育支援システム manaba は導入から 3 年がたち、利用件数が約 1,000 件と初年度の

約 3 倍に増加した。更なる学生の主体的学びの支援のため、動画教材との連携も含めたシ

ステムの更新計画に着手している。また、各学科・科の自己点検・評価活動のエビデンス

として IR 情報を作成・提供した。 

 

４）狭山学務部 

①研究支援体制をより強化するため、令和元年度は情報の提供と共有の迅速化、事務処 

理方法の効率化を中心に効果的な体制整備を推進した。健康科学部・子ども学部の令和 

元年度科研費受給者は、代表者 17 件、分担者 16 件であった。また、令和 2 年度科研費 

（厚労科研含む）には、昨年度の 8件を大幅に上回る 21 件の応募があった。 

  ②今年度より、学生の授業外学修に要する時間を考慮し、履修登録可能単位数の上限を 

 超えないようシステム制限（成績優秀者の緩和措置あり）するとともに、年間受講計画 

の変更に柔軟に対応できるよう後期履修修正制度を導入した。さらに、学生に GPA 値を 

新たに開示するとともに、保証人宛成績通知書を年度内に発送して学生の単位修得状 

況を早期に把握できるようにした。また、令和 2 年度から 100 分授業の実施および学 

生の正課外活動の時間を確保した当該年度の学年暦について、教員、学生及び保証人に 

周知した。 

③学生の経済的支援として、今年度より学生支援課と連携し、細井愛子名誉教授のご寄 

附による新たな奨学金制度を設け、奨学金を支給した。 

また、1 年生（３学科）を対象に、学科を越えた交流を目的に「学科間交流会」を開

催した。上級生ボランティアの協力のもと、映画「あの日のオルガン」上映と、グルー

プワークに取り組んだ。さらに、学生の自主活動として、学科間交流・球技祭を開催し、

多くの学生、教員、職員が選手や応援団としてフットサルを楽しみ、交流を深めた。 

④リハビリテーション学科生の就職支援は、学科の担当教員と連携してその体系化を

進めている。また、卒業生の支援として、看護学科及び子ども支援学科第 1期卒業生の

状況把握を目的に、卒業生追跡調査を初めて実施した。 

 

10．共通教育の充実 

新・旧カリキュラムが並走する初年度は，各学科・科および他部署との連携のもとで受講

生に対して滞りなく共通教育科目の学修支援を実施できた。その中でも特筆すべき新たな

取り組みとして，コア科目の中心である自校教育「スタートアップ セミナー自主自律」を

板橋キャンパス全学科で実施したことが挙げられる。所属学科の異なる学生同士の協同に

よるアクティブラーニング形式の授業は，モデル授業としての可能性を打ち出した。 
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11. 教員養成教育の充実 

令和元年度より教職課程の新課程が施行されており，その適正な運用（人的配置を含む）

を行うことが教員養成教育の本旨であり、まずそのための基盤として、遅きに失したが，新

課程の DP、CP を策定することができた。また、教員養成教育のよりいっそうの充実を図る

ため、令和 3年度施行を目指し、教員養成教育推進室から「教師教育センター」（仮称）へ

の改組のための学内手続きを進め、本室運営委員会、全学運営会議での承認を得ることがで

きた。 

 

12．附置施設・機関 

１）図書館 

板橋図書館と狭山図書館は一体的な連携をもち学術情報基盤を形成している。学術情

報リテラシー教育支援は全学共通の「東京家政大学生のための情報リテラシーテキスト」

を毎年刊行し、板橋図書館 3,528 名、狭山図書館 646 名の学生に実施した。機関リポジト

リを新システムへ移行、公開した。ラーニングコモンズで主催及び他部署連携による各種

催しを開催した。Library Mates、Sayama Book Friends、学生 CRED による合同活動報告

会を実施した。 

板橋図書館では博物館インドネシア特殊コレクション整備を開始した。Kasei no Wa 企 

画運営など Library Mates の活動が活性化した。学内インターンシップ生を受入れ、成果 

物を Web 公開した。 

狭山図書館では外部委託業者との共同運営を継続した。書庫の電動書架増設及び床工

事が行われた。学生ボランティア団体 Sayama Book Friends を立ち上げた。狭山緑苑祭に

参加した。 

 

２）博物館 

春の企画展は「包む－風呂敷からドレスまで－」というテーマで、着物やドレス、外

国の民族衣装などの衣服のほか、風呂敷や折形などを用いて「包む」ことの多様性に焦

点をあて紹介した。 

秋の特別企画展「絹と木綿」では、着物やドレス、仕事着等を展示するとともに、繭

や綿花、糸や布に触れる「ハンズオン」を多く取り入れ、自然由来の素材が衣服になる

過程や繊維産業に注目し、衣服と社会の関係を紹介した。 

また、『東京家政大学博物館所蔵 裁縫雛形 渡辺学園裁縫雛形コレクション』の編

著を行い、8 月 8 日に光村推古書院より出版された。 

 

３）保健センター 

保健センターでは、学生の健康について心身両面からの支援活動を行っている。保健室 

では 、健診結果に基づく保健管理、保健指導・教育、体調不良や怪我等の応急処置およ

び医療機関の紹介を行った。学生相談室では、カウンセリングや学生生活支援を中心とし

て、必要に応じて関連部署・各学科と連携しながら対応し、グループワーク等 により学

生交流の場を提供した。障がい学生支援に関しては、障がい学生支援委員会を中心に個別

対応を行った。 

教職員の健康管理については、健診後の保健管理・保健指導、ストレスチェック後のメ 

ンタルヘルス支援を行い、必要に応じて産業医の面談や職場の環境調整につなげた。また、 

産業医による職場巡視も行い、学園全体の職場環境改善に努めた。さらに産婦人科医、管 

理栄養士によるセミナーに加え、ヨガセミナーやガーデニングも開催した。 

次年度は更に予防活動を充実させ、学生や教職員の健康管理の徹底を図り、より充実し 

た日々が過ごせるような支援活動を展開していく予定である。 
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４）狭山保健室 

規程の改訂を行い、保健室スタッフ全員が保育園・放課後等デイサービス・クリニック 

の業務を担うように業務内容の追加変更を行った。学生に対しては、学生自身が心身の健 

康管理を行えるよう、健康診断結果とアレルギー疾患、その他の疾患、月経に関する情報 

を確認し、個人面談による保健指導を行った。有所見者に対しては、保健室長が診察をし 

て必要な場合は紹介状を作成し医療機関を受診した学生もいた。教職員に対しては健康 

診断受診率 100％の結果を維持している。また、学生相談室を中心として保健室、学務課、 

教員でアドバイザーミーティングを実施し、情報交換を行った。 

 

５）生活科学研究所 

総合研究プロジェクト・自主研究では、合計 18 件の研究を支援した。レクチャーフォ

ーラムは、㈱ヤクルト本社中央研究所長による機能性食品についての講演会を行い、130

名が聴講した。高校生・家政大の大学生を対象とした「生活をテーマとする研究・作品コ

ンクール」は、全国から 34 作品の応募があり、愛媛県・東京都・青森県の公立高校が優

秀賞に選ばれた。その他、産学官連携事業の推進、研究報告書の刊行を行った。  

 

６）女性未来研究所 

2 期 3年目のまとめの年、12 のプロジェクトが活動を進めた。学内公開定例研究会・公

開シンポジウムの他に、学内では学科や他部署と協働し、さまざまな講演会を行った。学

外では特別区長会調査研究機構、板橋区・北区、豊島区、入間市と協働した。昨年も開催

している板橋区・北区との共催セミナーをさらに発展させ、地域の子育て中の女性へ向け

たワークショップをシリーズで開催した。また、緑窓会とも協働し、地方で活躍する卒業

生との懇親会を開いた。 

 

７）グローバル教育センター 

共通教育科目のうち言語文化科目が移管され、来年度から始まる英語教育の新体制に

向けて、特任講師の採用など様々な準備を行った。英語学習サポートは利用率が非常に高

く、特にオンライン英会話と English Lounge は年間で平均 80％を超えた（定員に対する

利用人数/平成 30 年度：平均 68.5％）。海外研修については新型コロナウィルス感染症の

影響で 3 つの海外研修が中止になった（44 名参加予定）ものの、長期短期を含め 19 の海

外研修プログラムと 3 つの国内セミナーを実施し、125 名（平成 30 年度：15 の海外研修

プログラム、2 つの国際セミナー、142 名の参加）の学生が参加した。また、TKU サマー

プログラムには海外提携校から 10 名の留学生（平成 30 年度：7名）が参加した。 

 

８）生涯学習センター 

一般講座について、今年度 46 講座（前期 25、後期 21）、学生対象のキャリア支援・資

格取得対策講座 16 講座（前期 10、後期 6）、公務員講座 25 講座を開講した。 

2020 年度のヒューマンライフ支援機構化に向けて、本学の教育・研究の特色を生かす 

内容に順次移行することを念頭に、その前段階として従来の講座の充実を図るために改

定や新規企画立案などに着手した。広報媒体の冊子や新聞広告などＱＲコードを記載し、

ホームページ上では各講座の風景写真導入など、講座の改定と併せて実施した結果、昨年

度より開講率上昇に繋がった。また、新規「親子による絵本の中の手づくりおやつ」の盛

況を反映し、次年度新規講座など準備を開始した。 

 

９）臨床相談センター 

地域に開かれた臨床心理の相談機関として、臨床心理士資格認定第 1種指定大学院、国

家資格の公認心理師の実習機関として事業計画に基づき活動を行った。通常の相談業務

に加えて、発達障害を持つ子どもへの学習支援ソーシャル・スキル・トレーニングは、地
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域からの要望が強く今後も充実を図っていきたい。また実習生教育機関の向上のため研

修制度を充実させ、地域の他機関との連携も図りながら、効果的なセンター運営を目指し

ていきたい 

 

10）地域連携推進センター 

当センターは、改組後 6年目に入り、地域課題解決に向けた近隣市等との連携・協力体 

制の構築が着実に実現している。センター主催の公開講座を 21 講座、狭山市・入間市と 

の共催講座を 3講座、入間市教育委員会との共催研修会の他、新たに入間市子ども支援部

との保育者研修会の 3 講座を開催。埼玉県事業参画による子ども対象の講座（3 講座）、

狭山市・入間市教育委員会と共に実行委員会を組織し、「子ども大学さやま・いるま」（第

9 期目）を開講。狭山市との共催で、平成 29・30 年度調査研究事業「狭山市と東京家政

大学とのスポーツと健康・食生活に関する調査」の結果にも触れながら、「指定討論」形

式のシンポジウムを開催。さらに、埼玉東上地域大学教育プラットフォーム（TJUP）の会

員校として、19 大学と地域、地元企業、自治体等と連携・協働による様々な推進活動を

展開。その他、狭山市と入間市との 2 年計画による連携、調査研究事業「地域住民との運

動習慣と身体機能に関する実態調査」は、予定通り実施した。令和 2 年度に 5 部署が統合

した「ヒューマンライフ支援機構」再編成に向けて、各センター間での連絡・検討・調整

等を行った。 

 

11）ヒューマンライフ支援センター 

産学官連携事業として、玉川食品株式会社とのコンディショニング麺開発、昭和産業グ

ループとのレシピ開発、農林水産省との「ワークライフバランス in 農業女子プロジェク

ト」の活動、板橋区・北区・狭山市との連携事業、緑苑祭での長南町特産品を使ったレシ

ピの発表などを行った。さらに、食リンピックや小学校への出前授業など食育活動も実施

した。また、令和 2 年度創設のヒューマンライフ支援機構への参画に向けて、業務を精査

し検討を重ねた。 

板橋区子育て支援委託事業の「森のサロン」は開設 10 年目を迎えた。原則週 5 日開所

し、月 1 回週末にアウトドアサロンも実施した。 

「わかくさグループ」は、「東京家政大学 児童発達支援事業所 わかくさ」としての

開所に向け東京都への申請準備を行った。 

 

12）かせい森のクリニック 

かせい森のクリニックは、小児・アレルギー科と小児神経内科(発達障害)の診療(診療

科各科 2 名)を月曜日午後に行ってきたが、それに加え、5 月から内科、循環器内科の診

療を火曜日午後に開始した。患者総数(平成 31 年度 3 月末までの見込み)は 183 名、うち

初診数 75 名、再診数 108 名であった。小児神経内科は初診時に診断と診療方針を示し、

継続診療はかかりつけ医もしくは近隣の専門医へ再紹介している。アレルギー疾患につ

いては、食物アレルギー負荷検査を 24 件行った。開院以来の初診患者の約 2／3 が継続

診療となっている。両科とも通常の外来診療と異なり、十分に時間をかけた診療を行って

いる。内科、循環器内科は大学の教職員や学生も対象とした診療を行った。 

平成 28 年度から始まった子ども支援学科学生の見学実習は、今年度は 34 名を受けた。 

 

13．教員・職員の協働活動 

教員・職員の協働および連携のために、教員および職員の役職者配置を検討の上、教員の

「所長」配置を一部見直した。高等教育政策をめぐる速い動きに対応するためも、一層の協

働活動を進める必要があるが、現時点では、教学組織における副学長体制の充実をはじめと

する体制整備、また、各部署における職員体制の充実が求められる中、本来的な教職協働を

実現するには事前の整備が必要であることが明らかとなり、引き続き本格導入に向けた努
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力が求められる。 

 

14．渡邉辰五郎賞 

渡邉辰五郎賞 1名：奥山眞壽美氏（千葉県立松戸向陽高等学校校長）、渡邉辰五郎奨励賞

2 名：小野朋美氏（味の素株式会社勤務）、佐々木たかね氏（カゴメ株式会社勤務）記念講

演と贈賞式を令和元年 5月 9 日（木）に実施した。 

 

15．学園貢献賞 

 ほめて育てる教育の推進の一環として平成 28 年度新設された。令和元年度は、理事長賞

1 団体、理事長特別賞 1 個人、学長賞 1 団体、校長奨励賞 1 個人、苫米地善行賞 3個人が受

賞し令和 2年 2月 25 日受賞式を行った。 

また、大学院ベスト論文理事長賞は 1 名が受賞した。大学院修了パーティーが中止となっ

たため、後日表彰状が本人に渡された。 

 

〔中学校・高等学校〕 

１．「かせいの学び」の推進 

平成元年度は、平成 28 年度から実施してきた「理想の未来を実現するための『未来学力』」

（問題解決能力＋表現力）を育成する躍進 i 教育を「かせいの学び」として位置づけ、学び

合いの「協同学習」をはじめ、英語教育の充実、ｉPad を活用した ICT 教育など、生徒の学

力向上と進路指導の充実に積極的に取り組んだ。特に、生徒の英語力強化を図るため英検・

GTEC 等の各種英語検定試験をはじめ、ライティング講座、イマージョン、中 2 と高 1 生で

イングリッシュキャンプを実施すると共に、ALT による放課後英会話教室やライティング講

座・イマージョン教育、オーストラリア体験入学・セブ島英語集中研修などの短期海外語学

研修などを実施した。さらに、中高一貫教育として、キャリア教育のヴァンサンカン・プラ

ンや総合的な学習で Kasei セミナーを実施し、魅力ある学校づくりを推進した。 

また、学力向上策として、教員の指導力向上を図るため授業研究や管理職の授業観察を行

うと共に、アクティブ・ラーニング、探究学習の導入及び大学入試改革に向けて外部講師に

よる職員研修を実施し、教員の授業改善に取り組んだ。生徒の進路実現を図るため、3 年生

対象の予備校講師の特別講座、1･2 年対象の外部講師による特別講習(古典・TOEIC)、家政

大学への内部推薦志願者へのプレイスメントテスト対策講座・合格者基礎力対策講習も実

施した。さらに、シラバスの作成、公開授業も２回実施するなど、生徒の学力向上と進路向

上に向けたさまざまな方策を実施した。 

進路向上策としては、全学年で各学期に全員受験模試を実施し、授業で模試を活用して生

徒の学習意欲を高め、併せて面談指導を充実して生徒の進路意識も高め、家庭学習指導を行

って生徒に自学力を付け、学力向上を図った。さらに、生徒が「自主自律」の建学の精神と

「愛情・勤勉・聡明」の生活信条を体現するためにマナー教育や挨拶指導を徹底すると共に、

中学では東京都の夢・未来プロジェクトを活用したオリパラ講演会を実施するなど、豊かな

人間力を培い、多文化共生社会で活躍できる「未来を拓くしなやかな女性」の育成に取り組

んだ。具体的な取組は以下のとおりである。 

１）短期的・中長期的な学校改革の取組 

新学習指導要領の先取りと大学附属校として内部進学と外部進学を保証するため、令

和 2 年度からの教育課程の改訂に取り組んだ。さらに、中高一貫教育のメリットを明確に

するため、令和元年度から特進クラスを設置するなどクラス編成を見直した。 

①学習規律・生活指導の徹底 

学び合いの集団（学級）化を図り、生活信条の具現化のため挨拶励行に取り組んだ。 

②学力向上に向けた授業充実と教科指導法の改善 

主体的で対話的な深い学びを定着させるために「協同学習」の実践を継続すると共に、

教科毎に中高合同で授業研究を２回実施、アクティブ・ラーニングや教科指導法につい
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ての職員研修も実施して、全教科で情報共有と授業改善に取り組んだ。 

③ICT 教育のより一層の推進 

中 1 から高 1 まで全員がｉPad を所持し、電子黒板を全教室に配置、Wifi 環境を整

備し、ICT 教育や高大接続改革による新大学入試制度で導入される e ポートフォリオに

係る職員研修を実施し、ICT 教育の推進に積極的に取り組んだ。 

④英語教育強化による特色化 

英語教育強化のために国際部を創設し２年目を迎えた。中高の海外修学旅行をはじ

め、各種英語検定試験・海外語学研修の円滑な実施を図った。海外語学研修は 3 方面で

募集したが、オーストラリアとセブ島研修のみ実施した。宿泊研修のイングリッシュキ

ャンプも中 2 と高 1で予定どおり実施し、両企画とも生徒の満足度は高かった。また、

英語教育を中高一貫教育プランの中核とするため、英語科では ALT の活用を含め、中 1

から英語検定の目標級を定めた指導を行い、取得率も向上した。 

⑤中高一貫の進路・キャリア教育プログラムの体系化と総合探究プログラムの作成次

年度に向け、進路・キャリア教育を体系化した独自の中高一貫の総合探究プログラムを

策定し、内部推薦制度を見直した。早慶上智の合格が出、GMARCH も増加した。 

総合学習の Kasei セミナーでは、自己理解、家政の特色ある教育について学んだ。 

⑥教育相談体制の充実 

生徒指導課題に迅速に対応するため、中高別に管理職との学年主任会を週１回開催

し、報告・連絡・相談の情報共有を図り、生徒個々の課題の早期発見、解決に向け組織

的に対応した。一方、教育相談面ではスクールカウンセラーの活用、スクールソーシャ

ルワーカーと養護教諭、学年主任、担任との連携等に課題がみられた。 

２）生徒確保に向けた効果的な入試・広報活動の推進 

広報戦略を Web 中心で見直すと共に、HP リニューアル、東京地区の開拓、中学入試改

革、教育内容や特色、魅力を伝える学校説明会の実施など生徒募集も見直し、入学者確保

に努め、入学者は中学が前年比 22 名増、高校 54 名増、合計 76 名増となった。 

３）中長期的展望に立った学校改革としての IB 教育候補校に向けた取組 

中・長期的展望に立った抜本的な学校改革として探究学習とグローバル教育を柱とす

る IB（国際バカロレア）教育を導入し、2020 年度から候補校として確かな学力と豊かな

人間性を培い、国際社会で活躍できる女性を育成する。 

 

２．財政再建に向けた第三次再建計画への対応 

令和元年 6月、理事会より附属中高の「第三次再建計画」が示され、教員 20 名削減と非

常勤 30%削減の人件費削減と、教研費の今年度 3,700 万円削減、来年度予算 5,000 万円削減

の支出抑制の達成が求められたが、教員削減は定年退職を含め優遇措置による退職希望者

は 6 名、非常勤時数も削減できず、いずれも目標を達成できず人件費削減にはつながらなか

った。しかし、教研費削減については、平成 30 年度ベースではほぼ達成した。 

一方、収入面では、令和 2 年度入試において中・高とも入学者が増加し、併せて約 3,500

万円の収入増となったが、募集定員の確保にはまだまだ程遠い状況である。今後も、入学者

確保に努めると共に、教育改革を加速して財政再建に取り組んでいく。 

１）財政状況を踏まえ、退職者 7 名分は非常勤・嘱託で対応し教職員を適正配置した。 

２）私立学校 ICT 教育環境整備費助成事業を活用して電子黒板・無線 LAN を整備した。 

３）学校説明会を毎回変えるなど、学校説明会を工夫改善し、生徒に魅力ある内容･情報

の提供を計画的に行った。また、個別相談の工夫や配布物、教職員の対応など志願者の

心をつかむ説明会を実施した。アドミッションスタッフ、在校生・保護者との協働によ

る説明会を開催するなど、魅力をアピールした。その結果、学外説明会参加者は減少し

たが、学内説明会参加者、受験者、入学者の増加につながった。今後は、重点化やネッ

ト活用等の広報戦略の見直しや地元の小学校訪問など、工夫が必要である。 
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３．教育活動全般 

社会がグローバル化、情報化する中、未来を予想しながら社会の変化や要請に応えるため

には生徒の学力の向上を図り、さまざまな課題を解決できる資質能力を身に付けさせるこ

とが重要である。そのため、学校は学力向上を図り主体的で探求的な学びを引き起こす授業

の充実と授業時間確保が必要である。自宅学習日削減と高校 3 年生を始め、１・２年生でも

進学特別講習を実施すると共に、夏期・冬期・春期講習に加え、外部講師による受験対策の

特別講習を新たに実施した。 

また、生徒に自学力を付けるため、自習室（NGU）ルーム利用促進のため、大学生チュー

ター以外に学習アシスタントを配置し、質問以外に学習方法等についての相談ができる学

習環境を整備した。中高合同授業研究の他、外部研修会への参加で教師の教科指導力の向上

にも取り組んだ。令和元年度も生徒・保護者の満足度向上や中高一貫校として対外的評価を

得られるよう学校評価の分析を行い課題の共有を図った。 

さらに、附属校として教育実習生受け入れ、共同研究、模擬授業・交流など高大連携も進

め、生活指導の充実と人間力を培い、幸福な生活を創造できる人間を育成する取組を継続し

た。 

 

〔幼稚園〕 

１．認定こども園開園・園運営の安定化 

１）子どもも保護者も安心して通える園づくり 

「幼稚園型認定こども園」へ移行し、1号認定児（幼稚園枠）、2 号認定児（保育所枠）

が同じ園内で一緒に生活している。教職員で連携を図り、長時間を園で過ごす子どもへの

配慮をしながら、こども園としての教育・保育を再構築してきた。保護者へは、ICT を活

用し、定期的に子どもの姿を伝え、その援助に込めた意図や願いを伝えてきた。こども園

となった本園の教育・保育への理解を深める一助になったと思われる。 

２）子育て支援事業の開始 

地域の未就園児親子への遊び場開放として、「にこにこ広場」を年間 10 回実施し、延べ 

164 名の未就園児が来園した。実際に幼稚園の豊かな環境に触れ合いながら、十分に遊び 

を楽しむことで、次年度の入園希望につながる例も多く見られた。 

３）行政との連携 

新制度移行に伴い園児在住各区への補助金申請や手続きが煩雑化した。また、10 月よ

り無償化が開始し、事務手続きがより複雑になり、対応に混乱が生じた。今年度の実績を

活かし、次年度は効率的に事務を進められるように仕組み化に努める。 

 

２．学内乳幼児施設との連携強化 

１）ナースリールームとの連携 

連携園として園運営の観点から所属長間での連携が密になり、また、月一回の運営委

員会において、園の現状と課題を学園側とも共有することができた。加えて、今年度よ

り土曜日の合同保育が始まり、保育者間での実質的な交流も生まれた。次年度以降、保

育観の共有を目指した研修の機会を設けられるよう調整を図る。 

２）他乳幼児施設との連携 

今年度はこども園運営の安定が主な取り組みとなり、他施設との連携を深める機会を

もつことが難しかった。次年度以降も引き続き、さまざまな連携の機会を設けられるよ

う努めたい。 

 

３．幼児教育を学ぶ学生との互恵性のある関わり 

１）自校附属園実習生受け入れの開始 

1 日 6 名ずつ前期後期合わせて 75 日間児童学科 1 年生を受け入れた。保育現場での実

習経験が各科目と結びつき、学びを深める一助となった。 
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２）学生の受け入れ 

今年度は学生ボランティア登録者数が例年より少なく、活動の継続する学生も少数で

あった。学生側、園側、両者にとってメリットとなるよう活動の取り組み方を見直す。 

 

〔ナースリールーム〕 

１．令和元年度 4 月より板橋区の認可を受け、小規模保育事業 A 型に準ずる事業所内保育

所となった。5 名の定員増、保育時間の長時間化（8 時間保育から 11 時間保育への変

更）に伴い職員 2 名（正規職員 1 名、嘱託職員 1名）の増員を行い新体制となった。ま

た職員の勤務体制がシフト制になるなど平成 30 年度までとは職員の働き方も変化した。 

 

２．定員増、保育時間の長時間化、職員のシフト制による勤務などの新体制や保育理念・方 

 針について保護者からの理解が得られるよう、保護者会、個人面談、連絡帳、お便りなど 

 の配布物を通じて、丁寧に説明を行うことや応答的な対応を行うことに努めた。 

 

３．附属みどりケ丘幼稚園と連携園になり、日常の保育や行事、また土曜日の合同保育など 

を通して、子ども、保護者間、職員間の交流が今まで以上に行われるようになり、0 歳か 

ら就学前までの一貫した乳幼児の教育に対して共に考えていく土台を作っていくことが

できた。 

 

４．児童学科 1年生・3 年生の実習生の受け入れ、児童科、児童教育学科、保育科などから

のボランティアの積極的な受け入れ、卒論協力など、学内の様々な機関との関わりを行

った。  

 

５．様々な施設（幼稚園、保育所、地方自治体など）からの見学・実習を受け入れ、意見交

換を行うことや、研修会へ参加することで保育の質の向上と充実を図ることに努力した。 

 

〔かせい森のおうち〕 

１．入所児童について 

開園 6 年目となり年間延 780 名を受け入れた。昨年度より年間 2名の減となった。 

 狭山市以外に所沢市、武蔵村山市、入間市、富士見市から委託を受けた。  

 

２．保護者との連携について 

 子ども一人ひとりの人権と個性を尊重し、丁寧な保育に努めた。 

 保育内容についてはクラスだよりで伝え、活動はドキュメンテーションを作成し保護者 

に伝えた。  

 保護者とのコミュニケーションを深める場所作りの夕暮れカフェは、3 学期は新型コロ 

ナウイルス感染症予防の為中止となり、年２回実施となった。  

 

３．大学内の教員との連携 

 もりのあーとくらぶ、モリノコリト（音楽リズム）は、3・4・5 歳児毎月 1 回実施する。  

 

４．学生ボランティア活動 

7・8 月の夏休み期間に子ども支援学科 1～4 年生の学生 63 名が参加した。  

 

５．狭山校舎子ども学部子ども支援学科 1 年の「乳児見学実習」、看護学部 3 年の「小児看 

護実習」を受け入れた。実習の評価をすることで、職員は自らの保育・調理を振り返るこ 

とができた。 
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〔かせい森の放課後等デイサービス〕 

１．本年度の重点課題として、①学生の学びの場の体制整備充実・②子どもたちの活動内容

の深化充実に取り組みました。 

令和 2年 2月 1日現在の大学生受け入れ人数 640 名（505 名）また、つくし利用登録人

数 58 名（57 名）1日の利用平均 12.39 人（12.17 人）充足率 100％である。（）昨年実績 

 

２．学生の学びの場（受け入れ期間 5 月～2 月） 

１）体験実習 

子ども学部子ども支援科の特別支援教育免許取得希望する 3年生 28 名 8班、8 回体験 

実習、8 回目は指導案を作成し体験実習、指導教官より指導を受ける。 

２）ボランティア体験 

子ども学部子ども支援科 2.3.4 年生 640 名参加  

３）活動・施設見学 

リハビリテーション学科 1 年生 48 名、9 日間 

 

３．子ども支援 

１）運動活動 

サーキットトレーニングを通して基礎体力や調整力を鍛えるとともに、ボルダリング、

ソフトバレー、サッカーなどの競技を通してスポーツの楽しさやチームワークの大切さ

を学んだ。 

２）音楽活動 

歌唱を通して歌うことの喜びを味あわせるとともに、楽器演奏、ダンス、ボール送りな

どで音楽への興味関心を高めた。また、ピアノに合わせて親子で一緒に大布を行うことで、

一体感や絆を育ませた。 

３）絵画造形活動 

各個人の自由な発想のもとに絵画・工作に取り組ませ、発想力や創造力を育んだ。また、

作品は、緑苑祭、狭山市役所ロビーで展示発表会を行った。 

 

４．親の子育て支援 

  １）「つくし」保護者会及び子育て講演会 

6 月 21 日（金）講演者 野澤純子先生   

  ２）相談支援・定期面談 

5 月・11 月実施、その他常時面談を実施 

 ３）ペアレントトレーニング 

10 月 9 日～12 月 4日、全 5 回、小 1～4 保護者対象 

 ４）進路体験談を聴く会 

11 月 26 日（火） 

 

５．地域貢献（会場 東京家政大学狭山キャンパス） 

7 月 28 日（日）入間市放課後等デイサービス事業所入間市の小中学校との連絡会の実施 

 

６．まとめ 

 子どもたちの成長は常に右肩上がりではない、時にはなかなか成長が確認できないこと

もあり、指導者としてジレンマに襲われることも多い。人を育てるには愛情は欠かせない。

叱ることも愛、抱きしめることも愛なら待つことも愛だ。とりわけ障害のある子どもたちの

指導は、指導者、親がどれだけ待てるかが試されている。そんな中、知識指導技術等未熟な

学生たちが、真摯に子どもたちに寄り添っている姿から学ぶことが多い。来年もこの学生た

ちのためにより充実した指導体制の確立を図りたい。 
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３．主な教育研究施設・設備の整備 

施設設備に係る令和元年度の主な整備として、第一に大学、短大、高校、中学校等の ICT 

教育環境の充実をめざし、第 3 期無線 LAN 整備計画を実施した。これにより全体計画のほ

ぼ 7 割程度が整備されたことになる。 

この他、経年劣化による施設設備の大規模修繕等を実施するとともに、建物のバリアフリ

ー化、省エネ化を進めた。また、トイレ改修を計画的に行い、キャンパスにおける学生等利

用者のアメニティー環境を整備・充実した。 

140 周年記念事業としての建物建設計画については、教職員、学生、卒業生等の意見を参

考にして、博物館の充実及び産官学連携等社会との連携を進める施設を中心とした建設計

画の方向性が決定された。 

 

１．大学・大学院・短期大学部 

１）第 3 期無線 LAN 整備計画（大学・短大） 

第 3 期目の無線 LAN 整備計画は、板橋校舎では 4・11・14・15・17 号館、120 周年記念 

館、小講堂に敷設し、狭山校舎では図書館、セミナーハウス、16 号棟、第 2 クラブ室に

敷設し、教育研究等の ICT 環境の整備、充実を図った。 

２）学内 LAN 基幹スイッチの更新 

導入後 6 年目を迎え、メーカーサポートが終了するために、学内ネットワークの安全か 

つ円滑な運用を担保し、教育研究等の ICT 環境の維持、充実を図った。 

３）百周年記念館エントランスバリアフリー化改修工事 

百周年記念館エントランスに車いす用スロープと自動ドアを設置した。これは大学基

準協会から指摘されている施設のバリアフリー化の一環として整備したものである。 

４）85 周年記念館 B1F トイレ及び百周年記念館トイレ改修工事 

経年により劣化したトイレをすべて洋式化し、学生等のニーズに対応し、快適性の高い 

ものに改修した。また、これ以外のトイレについても、今後 3年程度をかけて学生用を中 

心に和式トイレを洋式トイレに順次改装していく計画である。 

５）板橋校舎 15 号館 15C コンピュータ室及び自習室 1、16 号館コンピュータ自習室 2、

大学院生室、図書館検索用及び自習用のパソコン 236 台及び周辺機器等の更新整備 

6 年度目の通常の更新（130 台）を実施するとともに、Windows7OS サポートの終了のた 

め当該パソコン（106 台）を 5 年度目で更新。周辺機器の更新も実施し、教育環境の安全 

性と維持充実を図った。 

６）狭山校舎情報処理教室、図書館自習用、非常勤講師室、学寮事務室のパソコン 91 台

及び周辺機器等の更新整備 

パソコン及び周辺機器の更新を実施し、ICT 教育環境の安全性と維持充実を図った。 

７）板橋校舎 6号館第 7階段講義室及び第 9講義室、8号館 82A・83A・84A・84B・85A 講

義室、85B 演習室、10 号館 103K 演習室、103A 講義室の視聴覚機器の更新整備 

整備後 10 年を超える当該機器の更新整備を行った。 

８）板橋校舎 2号館第 1調理学実習室・実験室調理台等設備更新工事 

経年により劣化した調理台ほか吸排気設備等の更新改修工事を実施した。 

９）板橋校舎教育会館の外壁等改修工事 

築 21 年を経過し劣化した外壁、等の大規模改修を実施する。 

10）狭山校舎講堂及び体育館の外壁及び屋上防水工事 

経年により劣化した当該外壁、屋上の改修工事を実施した。 

11）狭山校舎 2号館の学生更衣室ロッカーの更新整備 

2 号館にある学生用ロッカーを平成 31 年度から 3年計画で更新整備を図った。 

12）狭山校舎 6号館 15 講義室視聴覚機器整備 

当該講義室に視聴覚機器が未設置のため新たに整備し教育環境の充実を図った。 



27 

 

13）わかくさグループ移転に伴う改修工事 

わかくさグループは、附属中高 F 校舎に移転するため、当該室の改修工事を実施した。 

 

２．高校・中学校・子ども園（幼稚園） 

１）第 3 期無線 LAN 整備計画（高校、中学校） 

A 校舎及び D 校舎の敷設工事を行う。この 3 期目の無線 LAN 工事を実施することで、高 

校中学校の当該整備は終了し、タブレット等を利用する ICT 教育環境の充実を図る。 

２）D 校舎 2 階教室を中学校及び高校で利用する図書室、ラーニングコモンズ室に改修 

D 校舎 2 階教室を改修し、IB（国際バカロレア）教育を視野に入れた図書室及びラーニ 

ングコモンズ室を整備した。中学校と高校で共同利用する。 

３）教員用パソコンの更新 

経年劣化した教員用パソコンの更新を行った。 

４）こども園（幼稚園）の既存棟（第 1園舎）の大規模改修工事の基本設計、実施設計 

第 1 園舎は築 20 年を経過し、空調、外壁、照明等の大規模改修が必要であり、その改

修計画、基本設計、実施設計を行った。工事は令和 2 年度に予定している。 

 

３．その他 

１）施設・設備の中長期的更新改修計画の点検及び精度向上 

令和元年度から三菱総合研究所による施設設備の中長期経費等に係るコンサルティン

グを導入し、精度を向上させるとともに当該経費の節減を図る中長期計画の策定に着手

した。 

２）省エネ法により、本学は電気、ガス等のエネルギー削減を義務付けられた事業所であ 

る。板橋校舎においては、東京都の条例により、平成 27 年度から 5 年間毎年 17％の CO2 

排出削減が課されており、現状のままでは違反金が発生するおそれがある。そのためにク 

ールビズ、ウォームビズの励行を進め省エネを図った。次年度以降は、照明の LED 化を進 

めさらにエネルギー削減の取り組みを強化していく。 

３）災害時学生用帰宅困難者用備蓄物の整備、点検 

災害時に必要な学生等用備蓄物（飲料、食料等）の点検を行い、災害時に対応できる当 

該備蓄物の整備を行った。 



Ⅲ．財務の概要

1．資金収支計算

(収入の部) ( 単位：百万円 )

科 目 令 和 元 年 決 算 平成30年度決算 増 減
（令和元年度-平成 30年 度）

学 生 生 徒 等 納 付 金 収 入 9,046 9,170 △ 124

手 数 料 収 入 242 252 △ 10

寄 付 金 収 入 74 120 △ 46

補 助 金 収 入 1,330 1,446 △ 116

資 産 売 却 収 入 400 100 300

付 随 事 業 ・ 収 益 事 業 収 入 248 286 △ 38

受 取 利 息 ・ 配 当 金 収 入 97 90 7

雑 収 入 311 320 △ 9

借 入 金 等 収 入 1 0 1

前 受 金 収 入 1,691 1,654 37

そ の 他 の 収 入 977 1,066 △ 89

資 金 収 入 調 整 勘 定 △ 1,973 △ 2,163 190

前 年 度 繰 越 支 払 資 金 7,642 7,626 16

収 入 の 部 合 計 20,083 19,967 116

（支出の部）

科 目 令 和 元 年 決 算 平成30年度決算 増 減
（令和元年度-平成 30年 度）

人 件 費 支 出 6,515 6,320 195

教 育 研 究 経 費 支 出 2,311 2,234 77

管 理 経 費 支 出 864 831 33

借 入 金 等 利 息 支 出 22 26 △ 4

借 入 金 等 返 済 支 出 189 189 0

施 設 関 係 支 出 355 515 △ 160

設 備 関 係 支 出 452 410 42

資 産 運 用 支 出 2,100 1,800 300

そ の 他 の 支 出 273 220 53

資 金 支 出 調 整 勘 定 △ 307 △ 218 △ 89

次 年 度 繰 越 支 払 資 金 7,310 7,642 △ 332

支 出 の 部 合 計 20,083 19,967 116

当期の予算の執行状況の概要は以下のとおりである。また、経年比較のため平成２７年度以降の執行
状況を掲載している。なお、以下の各表の金額は百万円未満を四捨五入して示しているため､合計など数
値が計算上一致しない場合がある。

当期の資金収入は学生生徒等納付金収入から資金収入調整勘定までの合計が１２４億４千４百万円（対
前年度比１億３百万円増）で、そこに前年度からの繰越金７６億４千２百万円を加えた収入総額は２０
０億８千３百万円（対同比１億１千６百万円増）となった。なお、学納金収入は対同比１億２千４百万
円減、寄付金収入は対同比４千６百万円減、補助金収入は対同比１億１千６百万円減、資産売却収入は
対同比３億円増、前受金収入は対同比３千７百万円増、その他の収入は対同比８千９百万円減となっ
た。

資金収支計算書

一方資金支出は人件費支出から資金支出調整勘定までの合計が１２７億７千４百万円（対同比４億４
千７百万円増）となったため、収入総額２００億８千３百万円からこれを差し引いた７３億１千万円が
次年度繰越支払資金となった。なお、人件費支出は対同比１億９千５百万円増、施設関係支出は対同比
１億６千万円減、設備関係支出は対同比４千２百万円増、資産運用支出は対同比３億円増となった。
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２．活動区分資金収支計算

( 単位：百万円 )

区分 科 目 令 和 元 年 決 算 平成30年度決算 増 減
（令和元年度- 平成 30年 度）

教 育 活 動 資 金 収 入 11,229 11,362 △ 133

教 育 活 動 資 金 支 出 9,660 9,383 277

差 引 1,569 1,979 △ 410

調 整 勘 定 等 32 260 △ 228

教 育 活 動 資 金 収 支 差 額 1,601 2,239 △ 638

施 設 整 備 等 活 動 資 金 収 入 320 629 △ 309

施 設 整 備 等 活 動 資 金 支 出 2,507 2,225 282

差 引 △ 2,187 △ 1,596 △ 591

調 整 勘 定 等 216 △ 111 327

施設設備等活動資金収支差額 △ 1,971 △ 1,707 △ 264

△ 370 531 △ 901

そ の 他 の 活 動 資 金 収 入 735 275 460

そ の 他 の 活 動 資 金 支 出 696 791 △ 95

差 引 39 △ 515 554

調 整 勘 定 等 0 0 0

その他の活動資金収支差額 39 △ 515 554

△ 332 16 △ 348

7,642 7,626 16

7,310 7,642 △ 332

その他の
活動によ
る資金収

支

支払資金の増減額(小計+その他の活動資金収支差額)

前 年 度 繰 越 支 払 資 金

翌 年 度 繰 越 支 払 資 金

当期の教育活動資金収支差額は１６億１百万円（対前年度比６億３千８百万円減）、施設整備等活動
資金収支差額は１９億７千１百万円支出超過（対同比２億６千４百万円減）、その他の活動資金収支差
額は３千９百万円（対同比５億５千４百万円増）となった。

活動区分資金収支計算書

教育活動
による資
金収支

施設整備
等活動に
よる資金

収支

小計(教育活動資金収支差額+施設設備等活動資金収支差額)
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３．事業活動収支計算

（教育活動収支） ( 単位：百万円 )

区分 科 目 令 和 元 年 決 算 平成30年度決算 増 減
（令和元年度- 平成 30年 度）

学 生 生 徒 等 納 付 金 9,046 9,170 △ 124

手 数 料 242 252 △ 10

寄 付 金 71 104 △ 33

経 常 費 等 補 助 金 1,315 1,234 81

付 随 事 業 収 入 248 286 △ 38

雑 収 入 315 324 △ 9

教 育 活 動 収 入 計 11,236 11,370 △ 134

人 件 費 6,506 6,305 201

教 育 研 究 経 費 3,505 3,442 63

管 理 経 費 976 965 11

徴 収 不 能 引 当 金 繰 入 額 0 0 0

徴 収 不 能 額 0 0 0

教 育 活 動 支 出 計 10,987 10,712 275

249 658 △ 409

（教育活動外収支）

区分 科 目 令 和 元 年 決 算 平成30年度決算 増 減
（令和元年度- 平成 30年 度）

受 取 利 息 ・ 配 当 金 収 入 97 90 7

そ の 他 の 教 育 活 動 外 収 入 0 0 0

教 育 活 動 外 収 入 計 97 90 7

借 入 金 等 利 息 22 26 △ 4

そ の 他 の 教 育 活 動 外 支 出 0 0 0

教 育 活 動 外 支 出 計 22 26 △ 4

75 65 10

324 723 △ 399

教 育 活 動 収 支 差 額

事業活動
収入の部

当期の事業活動収入は１１３億６千７百万円（対前年度比３億４千３百万円減）、事業活動支出は１
１０億５千万円（対同比３億３百万円増）となり、基本金組入前当年度収支差額は３億１千７百万円
（対同比６億４千６百万円減）となった。

経常収入は１１３億３千３百万円（対同比１億２千７百万円減）、経常支出は１１０億９百万円（対
同比２億７千１百万円増）となり、経常収支差額は３億２千４百万円（対同比３億９千９百万円減）と
なった。

基本金組入額は１７億４千４百万円（対同比４億３千７百万円減）となり、この結果当年度収支差額
が１４億２千７百万円の支出超過となり、翌年度繰越収支差額は１２２億８千５百万円となった。な
お、事業活動支出比率は９７．２％と前年度に比べ５．４ポイント増加した。

事業活動
支出の部

教 育 活 動 外 収 支 差 額

経 常 収 支 差 額

事業活動収支計算書

事業活動
収入の部

事業活動
支出の部
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（特別収支）

区分 科 目 令 和 元 年 決 算 平成30年度決算 増 減
（令和元年度- 平成 30年 度）

資 産 売 却 差 額 0 0 0

そ の 他 の 特 別 収 入 34 250 △ 216

特 別 収 入 計 34 250 △ 216

資 産 処 分 差 額 11 7 4

そ の 他 の 特 別 支 出 30 2 28

特 別 支 出 計 41 9 32

△ 7 241 △ 248

317 963 △ 646

△ 1,744 △ 2,181 437

△ 1,427 △ 1,217 △ 210

△ 10,858 △ 10,040 △ 818

0 400 △ 400

△ 12,285 △ 10,858 △ 1,427

11,367 11,710 △ 343

11,050 10,747 303

11,333 11,460 △ 127

11,009 10,738 271

基 本 金 組 入 前 当 年 度 収 支 差 額

基 本 金 組 入 額 合 計

当 年 度 収 支 差 額

前 年 度 繰 越 収 支 差 額

基 本 金 取 崩 額

事業活動
収入の部

翌 年 度 繰 越 収 支 差 額

事 業 活 動 収 入 計

事 業 活 動 支 出 計

経 常 収 入 計

経 常 支 出 計

事業活動
支出の部

特 別 収 支 差 額
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４．貸借対照表

資産の部 ( 単位：百万円 )

本 年 度 末 前 年 度 末 増 減
（令和元年度- 平成30年度）

50,433 49,662 771

有形固定資産 32,740 33,256 △ 516

特定資産 12,496 11,106 1,390

その他の固定資産 5,197 5,301 △ 104

7,744 8,208 △ 464

合計 58,178 57,870 308

負債の部､純資産の部

本 年 度 末 前 年 度 末 増 減
（令和元年度- 平成30年度）

2,815 3,014 △ 199

2,564 2,375 189

計 5,379 5,388 △ 9

本 年 度 末 前 年 度 末 増 減
（令和元年度- 平成30年度）

65,083 63,339 1,744

△ 12,285 △ 10,858 △ 1,427

計 52,799 52,482 317

58,178 57,870 308

(参考)

減価償却額の累計額 27,441 26,583 858

基 本 金 未 組 入 額 1,039 1,144 △ 105

当期資金収支及び事業活動収支の結果、財産状況を示す貸借対照表は以下のとおりである。
資産の部の固定資産は、有形固定資産が教育会館改修工事、板橋キャンパストイレ改修工事等に

より３２７億４千万円となった。また、特定資産は退職給与・減価償却の繰入などにより１２４億
９千６百万円、その他の固定資産は有価証券の購入などにより５１億９千７百万円となり、固定資
産合計で対前年比７億７千１百万円増の５０４億３千３百万円となった。流動資産は、現金・預金
が７３億１千万円と対同比３億３千２百万円減額し、合計で対同比４億６千４百万円減の７７億４
千４百万円となった。この結果、資産合計で対同比３億８百万円増の５８１億７千８百万円となっ
た。

また、負債の部では長期借入金や退職給与引当金を主とする固定負債が借入金の返済による減少
を主因として２８億１千５百万円となった。前受金や短期借入金を主とする流動負債が２５億６千
４百万円となった。負債合計で対同比９千万円減の５３億７千９百万円となった。

さらに、純資産の部の基本金は、教育会館改修工事、板橋キャンパストイレ改修工事等に係る建
物等資産取得、備品の取得・取替更新、図書・ソフトウェアの取得などによる組入、創立１４０周
年記念事業施設設備整備計画等の第２号基本金組入１３億円により、対同比１７億４千４百万円増
の６５０億８千３百万円となった。純資産合計で対同比３億１千７百万円増の５２７億９千９百万
円となった。

負
債
の
部

科 目

固定資産

流動資産

科 目

純
資
産
の
部

基本金

繰越収支差額

資
産
の
部

貸借対照表

負債及び純資産の部合計

固定負債

流動負債

科 目
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５．財務関係資料

(１)事業活動収支の推移

( 教育活動収支の部 ) ( 単位：百万円 )

区分 科　目 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

学 生 生 徒 等 納 付 金 8,580 8,982 9,191 9,170 9,046 

手 数 料 283 250 238 252 242 

寄 付 金 62 90 192 104 71 

経 常 費 等 補 助 金 1,106 1,085 1,036 1,234 1,315 

付 随 事 業 収 入 260 256 268 286 248 

雑 収 入 317 428 582 324 315 

教 育 活 動 収 入 計 10,609 11,091 11,506 11,370 11,236 

人 件 費 6,087 6,320 6,640 6,305 6,506 

教 育 研 究 経 費 3,066 3,295 3,577 3,442 3,505 

（ 内 減 価 償 却 額 ） (1,097) (1,126) (1,101) (1,207) (1,192)

管 理 経 費 895 919 908 965 976 

（ 内 減 価 償 却 額 ） (143) (132) (127) (136) (141)

徴 収 不 能 引 当 金 繰 入 額 0 0 0 0 0 

徴 収 不 能 金 0 0 0 0 0 

教 育 活 動 支 出 計 10,048 10,534 11,125 10,712 10,987 

560 556 380 658 249 

( 教育活動外収支の部 )

区分 科目 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

受 取 利 息 ・ 配 当 金 収 入 58 53 73 90 97 

そ の 他 の 教 育 活 動 外 収 入 0 0 0 0 0 

教 育 活 動 外 収 入 計 58 53 73 90 97 

借 入 金 等 利 息 38 34 30 26 22 

そ の 他 の 教 育 活 動 外 支 出 0 0 0 0 0 

教 育 活 動 外 支 出 計 38 34 30 26 22 

21 19 43 65 75 

581 576 423 723 324 

( 特別収支の部 )

区分 科目 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

資 産 売 却 差 額 0 1 0 0 0 

そ の 他 の 特 別 収 入 155 215 20 250 34 

特 別 収 入 計 155 215 20 250 34 

資 産 処 分 差 額 27 155 16 7 11 

そ の 他 の 特 別 支 出 0 17 31 2 30 

特 別 支 出 計 27 172 47 9 41 

129 43 △27 241 △7 

710 619 396 963 317 

△2,257 △1,642 △3,574 △2,181 △1,744 

△1,547 △1,023 △3,178 △1,217 △1,427 

△4,446 △5,992 △6,862 △10,040 △10,858 

1 153 0 400 0 

△5,992 △6,862 △10,040 △10,858 △12,285 

10,822 11,359 11,598 11,710 11,367 

10,113 10,740 11,202 10,747 11,050 

10,667 11,144 11,578 11,460 11,333 

10,086 10,568 11,155 10,738 11,009 

経 常 収 入 計

経 常 支 出 計

当 年 度 収 支 差 額

前 年 度 繰 越 収 支 差 額

基 本 金 取 崩 額

翌 年 度 繰 越 収 支 差 額

事 業 活 動 収 入 計

事 業 活 動 支 出 計

経 常 収 支 差 額

事業活動
収入の部

事業活動
支出の部

特 別 収 支 差 額

基 本 金 組 入 前 当 年 度 収 支 差 額

基 本 金 組 入 額 合 計

事業活動
収入の部

事業活動
支出の部

教 育 活 動 収 支 差 額

事業活動
収入の部

事業活動
支出の部

教 育 活 動 外 収 支 差 額
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( 資産の部 ) ( 単位：百万円 )

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

44,861 45,642 48,781 49,662 50,433 

32,522 31,771 33,670 33,256 32,740 

土 地 12,683 12,632 12,644 12,644 12,644 

建 物 15,439 14,956 16,390 16,028 15,476 

そ の 他 4,400 4,183 4,637 4,583 4,620 

7,621 9,270 10,223 11,106 12,496 

第 2 号 基 本 金 引 当 資 産 1,200 2,400 2,900 3,700 5,000 

第 3 号 基 本 金 引 当 資 産 142 142 142 142 142 

退 職 給 与 引 当 特 定 資 産 2,179 2,128 2,081 2,064 2,054

そ の 他 4,100 4,600 5,100 5,200 5,300 

4,718 4,601 4,888 5,301 5,197 

有 価 証 券 4,587 4,537 4,837 5,237 5,137 

そ の 他 131 64 51 64 60 

11,671 11,254 8,336 8,208 7,744 

現 金 預 金 11,258 10,552 7,626 7,642 7,310 

そ の 他 413 702 710 566 435 

56,531 56,896 57,117 57,870 58,178 

( 負債の部 )

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

3,697 3,454 3,217 3,014 2,815 

長 期 借 入 金 1,511 1,322 1,134 945 757 

退 職 給 与 引 当 金 2,179 2,128 2,081 2,064 2,054 

そ の 他 6 4 3 5 4 

2,332 2,319 2,382 2,375 2,564 

短 期 借 入 金 189 189 189 189 189 

前 受 金 1,692 1,651 1,723 1,654 1,691 

そ の 他 451 479 470 531 685 

6,028 5,774 5,599 5,388 5,379 

( 純資産の部 )

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

56,496 57,984 61,559 63,339 65,083 

第 1 号 基 本 金 54,549 54,837 57,777 58,758 59,202 

第 2 号 基 本 金 1,200 2,400 2,900 3,700 5,000 

第 3 号 基 本 金 142 142 142 142 142 

第 4 号 基 本 金 605 605 740 740 740 

△5,992 △6,862 △10,040 △10,858 △12,285 

50,503 51,122 51,518 52,482 52,799 

56,531 56,896 57,117 57,870 58,178 

そ の 他 の 固 定 資 産

　繰　越　収　支　差　額

　基　本　金

有 形 固 定 資 産

科　目

科　目

負 債 の 部 合 計

　流　動　負　債

特 定 資 産

科　目

(２)貸借対照表の推移

負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計

純 資 産 の 部 合 計

　固　定　資　産

　流　動　資　産

　固　定　負　債

資 産 の 部 合 計
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③消費収支計算の推移

事業活動収入

事業活動支出

事業活動支出比率

④消費収支計算の推移

人件費比率

教育研究経費比率

経常補助金比率

経常寄付金比率

10,822

11,359

11,598
11,710

11,367

10,113

10,740

11,202

10,747

11,050

93.4

94.6

96.6

91.8

97.2

88.0

89.0

90.0

91.0

92.0

93.0

94.0

95.0

96.0

97.0

98.0

9,000

9,500

10,000

10,500

11,000

11,500

12,000

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

（％）（百万円）
(３)事業活動収入と事業活動支出の推移

事業活

動収入

事業活

動支出

事業活

動支出

比率

80.4 80.6 79.4 80.0 79.8 

57.1 56.7 57.4 
55.0 

57.4 

28.7 29.6 30.9 30.0 30.9 

10.4 9.7 8.9 
10.8 11.6 

0.6 0.8 1.7 0.9 0.6 
0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

（％）
(４)対経常収入比率の推移

学生生徒等納

付金比率

人件費比率

教育研究経費

比率

経常補助金比

率

経常寄付金比

率
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⑤資産構成の推移

有形固定資産

特定資産

そ

流動資産

⑥負債の推移

負債比率

総負債比率

100.0 100.0 
100.0 100.0 100.0 

11.9 11.3 10.9 10.3 10.2 

10.7 10.1 9.8 9.3 9.2 

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

100.0

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

（％） (６)負債の推移

退職給与引当特

定資産保有率

負債比率

総負債比率

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

11,671 11,254
8,336 8,208 7,744

7,621 9,270
10,223 11,106 12,496

4,718
4,601

4,888 5,301 5,197

32,522 31,771 33,670 33,256 32,740

(５)資産構成の推移

有形固定資産

その他の固定資産

特定資産

流動資産

（百万円）
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⑦消費収支差額と

流動資産構成比率

純資産構成比率

繰越収支差額構成比率

基本金比率

⑦消費収支差額と

資産

負債

純資産

97.1 97.5 97.9 98.2 98.4 

89.3 89.9 90.2 90.7 90.8 

20.6 19.8 
14.6 14.2 13.3 

△ 10.6 △ 12.1
△ 17.6 △ 18.8

△ 21.1

-40.0

-20.0

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

120.0

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

（％）

(７)繰越収支差額と純資産の推移

基本金比率

純資産構成比

率

流動資産構成

比率

繰越収支差額

構成比率

56,531 56,896 57,117 57,870 58,178

6,028 5,774 5,599 5,388 5,379

50,503 51,122 51,518
52,482 52,799

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

（百万円）

(８)資産・負債・純資産の推移

資産

負債

純資産

37



監 事 監 査 報 告 書 

 

 

令和２年５月８日 

 

 

 

学校法人 渡 辺 学 園 

  理  事  会 御 中 

  評 議 員 会 御 中 

 

 

                     学校法人 渡 辺 学 園 

    監 事   和 田  義 博  ㊞ 

監 事   長 田  紀久子  ㊞ 

 

 

 

 私たちは、学校法人渡辺学園の監事として、私立学校法第３７条第３項及び渡辺学園  

寄附行為第１１条に基づき、同学園の令和元年度（平成３１年４月１日から令和２年３月

３１日まで）の業務及び財産の状況について監査を行いました。その結果につき下記の通

り報告いたします。 

 

１．監査方法の概要 

  理事会及び評議員会等の重要な会議に出席するほか、理事等から業務の執行の報告を

聴取し、重要な決裁書類等を閲覧し、設置されている学校の業務及び財産の状況を調査

しました。また、会計監査人であるＳＫ東京監査法人と連携をとり、計算書類等につき

検討を加えました。 

 

２．監 査 の 結 果 

 (1) 学校法人渡辺学園の業務に関する決定及び執行は適切であり、計算書類すなわち、

資金収支計算書,事業活動収支計算書,貸借対照表並びに財産目録は、会計帳簿の記載

と合致し、法人の収支及び財産の状況を正しく示していると認めます。 

 (2) 学校法人の業務又は財産に関し不正の行為又は法令若しくは寄附行為に違反する  

重大な事実はないものと認めます。 

 

以  上  
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（単位　円）　
令和元年度 平成30年度

一　基本財産 37,940,896,840 37,160,777,305 780,119,535

１．土地 12,643,932,422 12,643,932,422 0

（１）板橋校地 6,572,412,066 6,572,412,066 0

（２）狭山校地 6,056,340,186 6,056,340,186 0

（３）仙石原校地 15,180,170 15,180,170 0

２．建物 15,475,547,077 16,028,130,029 △ 552,582,952

（１）板橋校舎 8,541,701,072 8,852,472,480 △ 310,771,408

（２）狭山校舎 3,387,490,839 3,552,666,963 △ 165,176,124

（３）図書館 1,412,629,394 1,472,267,708 △ 59,638,314

（４）講堂・体育館 1,382,180,686 1,464,753,983 △ 82,573,297

（５）寄宿舎 341,173,553 364,715,710 △ 23,542,157

（６）箱根仙石セミナーハウス 90,654,326 93,824,241 △ 3,169,915

（７）その他 319,717,207 227,428,944 92,288,263

３．構築物 317,367,879 363,778,176 △ 46,410,297

４．図書 2,442,786,468 2,388,848,689 53,937,779

５．教具・校具・備品 1,856,879,342 1,830,833,136 26,046,206

６．車輌 0 1 △ 1

７．建設仮勘定 3,410,000 0 3,410,000

８．ソフトウェア 54,048,729 58,329,929 △ 4,281,200

９．電話加入権 4,936,697 4,936,697 0

10．施設利用権 318,226 318,226 0

11．積立金 5,141,670,000 3,841,670,000 1,300,000,000

二　運用財産 20,236,974,135 20,709,286,950 △ 472,312,815

１．現金・預金 7,309,902,192 7,641,545,298 △ 331,643,106

２．積立金 7,354,596,386 7,263,990,130 90,606,256

３．有価証券（長期） 5,137,033,000 5,237,033,000 △ 100,000,000

4．長期貸付金 940,000 280,000 660,000

5．奨学貸付金 0 100,000 △ 100,000

6．保証金 0 0 0

7．未収入金 318,753,030 439,998,422 △ 121,245,392

8．学生・生徒預り預金 54,678,744 59,449,912 △ 4,771,168

9．前払金 61,070,783 52,360,188 8,710,595

10．仮払金 0 14,530,000 △ 14,530,000

三　負債額 5,379,274,934 5,388,474,973 △ 9,200,039

１．固定負債 2,814,993,636 3,013,679,775 △ 198,686,139

（１）長期借入金 756,520,000 944,650,000 △ 188,130,000

（２）長期未払金 2,247,750 3,410,145 △ 1,162,395

（３）退職給与引当金 2,054,225,886 2,063,619,630 △ 9,393,744

（４）預り保証金 2,000,000 2,000,000 0

２．流動負債 2,564,281,298 2,374,795,198 189,486,100

（１）短期借入金 188,880,000 189,130,000 △ 250,000

（２）未払金 281,382,370 181,406,411 99,975,959

（３）前受金 1,690,530,200 1,654,426,000 36,104,200

（４）預り金 403,488,728 349,832,787 53,655,941

四　基本財産＋運用財産 58,177,870,975 57,870,064,255 307,806,720

五　純資産（四－三） 52,798,596,041 52,481,589,282 317,006,759

令和元年度財産目録

令和2年3月31日

増　　　　　減

　　 　    　* 土地　校　地 面積      　174,646.21 ㎡　　　　　　* 図書　蔵書数　                571,292 冊
　　　     　* 建物　校　舎 面積          99,830.23 ㎡　　　　　　* 教具・校具・備品　点数　    13,380 点
　　　     　* 建物　その他 面積         23,304.61 ㎡

資料6



（単位　円）

9,051,381,000 9,045,757,860 5,623,140
5,449,986,000 5,448,174,650 1,811,350

692,440,000 692,440,000 0
481,136,000 480,466,000 670,000

2,312,690,000 2,310,790,000 1,900,000
73,142,000 73,117,500 24,500
14,415,000 13,580,000 835,000
8,922,000 8,915,940 6,060

18,650,000 18,273,770 376,230

251,345,000 241,829,860 9,515,140
229,925,000 220,243,000 9,682,000

6,293,000 6,403,180 △ 110,180
9,233,000 9,287,000 △ 54,000

5,894,000 5,896,680 △ 2,680

105,068,000 73,680,540 31,387,460
99,335,000 69,070,540 30,264,460
5,733,000 4,610,000 1,123,000

1,392,051,000 1,329,581,820 62,469,180
762,546,000 707,969,818 54,576,182
495,273,000 497,685,074 △ 2,412,074
92,247,000 86,153,268 6,093,732
41,985,000 37,773,660 4,211,340

300,000,000 400,000,000 △ 100,000,000
300,000,000 400,000,000 △ 100,000,000

241,769,000 247,927,878 △ 6,158,878
201,727,000 201,486,375 240,625
82,790,000 83,046,000 △ 256,000
22,724,000 22,687,880 36,120
2,861,000 2,565,765 295,235

11,588,000 10,922,060 665,940
692,000 726,253 △ 34,253

2,165,000 2,209,820 △ 44,820
5,693,000 6,698,721 △ 1,005,721

37,676,000 36,868,046 807,954
2,715,000 2,974,500 △ 259,500
8,548,000 8,606,642 △ 58,642

720,000 720,000 0
5,863,000 5,862,800 200
9,342,000 9,307,500 34,500
8,350,000 8,290,388 59,612
5,850,000 5,926,760 △ 76,760
2,880,000 2,637,500 242,500
1,016,000 1,059,563 △ 43,563
1,944,000 2,177,697 △ 233,697

10,000 52,000 △ 42,000

ﾋｭｰﾏﾝﾗｲﾌ支援ｾﾝﾀｰ収入

販 売 機 手 数 料 収 入

出 版 部 収 入

補助活動収入

免許状更新講習料収入

一 般 寄 付 金 収 入

幼 稚 園 収 入
ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ教育ｾﾝﾀｰ収入

地域連携推進ｾﾝﾀｰ収入

板 橋 学 寮 収 入

箱根仙石ｾﾐﾅｰﾊｳｽ収入

狭 山 学 寮 収 入

就職講座・試験料収入
ﾅ ｰ ｽ ﾘ ｰ ﾙ ｰ ﾑ 収 入

子 ど も ｸ ﾘ ﾆ ｯ ｸ 収 入
かせい森のﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽ収入

寄 付 金 収 入
特 別 寄 付 金 収 入

証 明 手 数 料 収 入

有 価 証 券 売 却 収 入

施 設 型 給 付 費 収 入

地方公共団体補助金収入

大 学 入 試 ｾ ﾝ ﾀ ｰ 試 験
実 施 手 数 料 収 入

保 育 給 付 費 収 入

国 庫 補 助 金 収 入
補 助 金 収 入

給 食 費 収 入

資 産 売 却 収 入

付随事業・収益事業収入

基 本 保 育 料 収 入

入 学 検 定 料 収 入

決　　　　　　算

授 業 料 収 入

予　　　　　　算

免 許 手 数 料 収 入

特 定 保 育 料 収 入

教 職 等 課 程履 修 料 収 入

手 数 料 収 入

実 験 実 習 料 収 入
施設設備維持充実費収入

資　　金　　収　　支　　計　　算　　書

平成 31 年  4 月  1 日から
令和  2 年  3 月 31 日まで

入 学 金 収 入

差　　　　　　異

学生生徒等納付金収入

生 涯 学 習 ｾ ﾝ ﾀ ｰ 収 入

収　　入　　の　　部

科　　　　　　　　　　目

附属事業収入
臨 床 相 談 ｾ ﾝ ﾀ ｰ 収 入

学 園 食 堂 収 入

産 後 ケ ア サ ロ ン 収 入

資料2



（単位　円）

34,192,000 40,514,743 △ 6,322,743
34,192,000 40,514,743 △ 6,322,743

97,565,000 96,788,340 776,660

15,000 14,153 847

97,550,000 96,774,187 775,813

284,267,000 310,781,269 △ 26,514,269
20,972,000 19,929,691 1,042,309

132,468,000 148,517,105 △ 16,049,105
99,692,000 101,908,231 △ 2,216,231

30,000 41,400 △ 11,400
13,787,000 13,786,500 500
17,318,000 26,278,554 △ 8,960,554

0 319,788 △ 319,788

0 750,000 △ 750,000
0 750,000 △ 750,000

1,577,700,000 1,690,530,200 △ 112,830,200
685,560,000 701,000,000 △ 15,440,000
565,040,000 665,880,000 △ 100,840,000

282,860,000 289,180,000 △ 6,320,000

17,140,000 11,800,000 5,340,000
19,500,000 13,000,000 6,500,000
7,600,000 9,650,000 △ 2,050,000

0 20,200 △ 20,200

846,971,000 977,342,019 △ 130,371,019

200,000,000 200,000,000 0

100,000,000 109,393,744 △ 9,393,744

100,000,000 100,000,000 0

0 59,449,912 △ 59,449,912
439,997,000 439,998,422 △ 1,422

6,874,000 224,000 6,650,000
100,000 90,000 10,000

0 53,655,941 △ 53,655,941
0 14,530,000 △ 14,530,000

△ 1,900,145,000 △ 1,973,179,030 73,034,030
△ 245,719,000 △ 318,753,030 73,034,030
△ 1,654,426,000 △ 1,654,426,000 0

7,641,545,298 7,641,545,298

決　　　　　　算 差　　　　　　異

収　　入　　の　　部

科　　　　　　　　　　目 予　　　　　　算

科 学 研究 費 関 連 収入

長 期 借 入 金 収 入

受託事業収入

受取利息・配当金収入

そ の 他 の 受 取 利 息
・ 配 当 金 収 入

過 年 度 修 正 収 入

19,889,517,298

そ の 他 の 収 入

収 入 の 部 合 計

退 職 金 財 団交 付 金 収 入

施 設 設 備 維 持 充 実 費
前 受 金 収 入

入学案内書等頒布収入

東京都私学財団交付金収入

そ の 他 の 雑 収 入

受 託 事 業 収 入

特定保育料前受金収入

借 入 金 等 収 入

入 学 金 前 受 金 収 入

減 価 償 却 引 当
特 定 資 産 取 崩 収 入

箱 根 仙 石 ｾ ﾐ ﾅ ｰ ﾊ ｳ ｽ
前 受 金 収 入

第 ２ 号 基 本 金 引 当
特 定 資 産 取 崩 収 入

仮 払 金 回 収 収 入

入 寮 費 前 受 金 収 入

施 設 設備 利 用 料 収入

授 業 料 前 受 金 収 入

雑 収 入

193,818,756△

第 ３ 号 基 本 金 引 当
特 定 資 産 運 用 収 入

20,083,336,054

前年度繰越支払資金

期 末 未 収 入 金

前 受 金 収 入

奨 学 貸付 金 回 収 収入
長 期 貸付 金 回 収 収入

学生・生徒預り預金取崩収入

学 寮 費 前 受 金 収 入

退 職 給 与 引 当
特 定 資 産 取 崩 収 入

前 期 末 前 受 金

前 期 末未 収 入 金 収入

資金 収入調整勘定

預 り 金 収 入



（単位　円）

6,486,153,000 6,515,198,330 △ 29,045,330
4,045,485,000 4,060,814,961 △ 15,329,961
2,062,069,000 2,056,631,697 5,437,303

31,897,000 31,896,607 393
346,702,000 365,855,065 △ 19,153,065

2,645,686,000 2,311,109,960 334,576,040
433,805,000 336,194,387 97,610,613
242,810,000 240,681,287 2,128,713
105,279,000 69,504,670 35,774,330
95,431,000 88,014,600 7,416,400
90,670,000 76,578,469 14,091,531

108,231,000 93,857,824 14,373,176
37,671,000 32,851,562 4,819,438
22,470,000 20,085,375 2,384,625
31,319,000 25,197,308 6,121,692
8,956,000 6,923,600 2,032,400

122,132,000 124,987,001 △ 2,855,001
239,454,000 216,413,384 23,040,616
25,166,000 19,528,451 5,637,549
9,992,000 9,546,524 445,476
3,974,000 1,808,629 2,165,371

35,815,000 31,431,639 4,383,361
186,032,000 128,883,860 57,148,140
771,463,000 720,753,705 50,709,295

298,000 103,374 194,626
44,673,000 39,187,136 5,485,864
30,045,000 28,577,175 1,467,825

913,702,000 864,238,693 49,463,307
43,103,000 40,770,972 2,332,028
73,567,000 58,390,887 15,176,113
52,799,000 51,026,944 1,772,056
30,477,000 12,280,772 18,196,228
76,247,000 78,479,585 △ 2,232,585
7,761,000 6,910,050 850,950

28,409,000 22,171,999 6,237,001
1,993,000 1,869,485 123,515
5,712,000 4,383,178 1,328,822

159,004,000 164,417,272 △ 5,413,272
32,746,000 31,518,717 1,227,283
40,897,000 35,953,507 4,943,493
5,141,000 5,097,080 43,920
2,276,000 1,102,866 1,173,134

11,489,000 12,859,995 △ 1,370,995
17,129,000 13,143,056 3,985,944
36,248,000 51,512,988 △ 15,264,988

229,890,000 212,837,956 17,052,044
234,000 79,262 154,738
644,000 480,176 163,824

1,000 1,000 0

27,862,000 28,878,625 △ 1,016,625
30,073,000 30,072,321 679

旅 費 交 通 費 支 出

修 繕 費 支 出
保 守 ・点 検料 支出

印 刷 製 本 費 支 出
出 版 物 費 支 出

広 告 費 支 出

通 信 運 搬 費 支 出
損 害 保 険 料 支 出
賃 借 料 支 出

印 刷 製 本 費 支 出

損 害 保 険 料 支 出

学 会 費 等 支 出

支 払 報 酬 支 出

賃 借 料 支 出
免 許 手 数 料 支 出
修 繕 費 支 出
保 守 ・点 検料 支出

光 熱 水 費 支 出

旅 費 交 通 費 支 出

支　　出　　の　　部

科　　　　　　　　　　目

人 件 費 支 出
教 員 人 件 費 支 出

研 修 費 支 出

通 信 運 搬 費 支 出

奨 学 費 支 出

出 版 物 費 支 出

決　　　　　　算

団 体 会 費 支 出

差　　　　　　異

消 耗 品 費 支 出
教育 研究経費支出

職 員 人 件 費 支 出
役 員 報 酬 支 出
退 職 金 支 出

予　　　　　　算

光 熱 水 費 支 出

福 利 費 支 出
支 払 報 酬 支 出

福 利 費 支 出

行 事 費 支 出

管 理 経 費 支 出

雑 費 支 出

委 託 費 支 出
会 議 費 支 出

消 耗 品 費 支 出
食 材 費 支 出

研 修 費 支 出
団 体 会 費 支 出

会 議 費 支 出
行 事 費 支 出

公 租 公 課 支 出

委 託 費 支 出

私 立 大 学 等 経 常 費
補 助 金 返 還 金 支 出

雑 費 支 出
過 年 度 修 正 支 出



（単位　円）

21,816,000 21,815,640 360
21,816,000 21,815,640 360

188,880,000 189,130,000 △ 250,000
188,880,000 189,130,000 △ 250,000

385,295,000 355,108,091 30,186,909
369,112,000 344,567,890 24,544,110

6,679,000 7,130,201 △ 451,201
9,504,000 3,410,000 6,094,000

525,378,000 451,507,373 73,870,627
418,510,000 362,815,720 55,694,280
28,945,000 19,081,524 9,863,476
54,783,000 53,444,968 1,338,032
23,140,000 16,165,161 6,974,839

2,100,000,000 2,100,000,000 0
300,000,000 300,000,000 0

1,500,000,000 1,500,000,000 0

100,000,000 100,000,000 0

200,000,000 200,000,000 0

216,542,000 272,576,976 △ 56,034,976
750,000 △ 750,000

181,407,000 181,406,411 589
35,135,000 35,741,821 △ 606,821

0 54,678,744 △ 54,678,744

250,000,000 250,000,000

△ 186,618,000 △ 307,251,201 120,633,201
△ 159,586,000 △ 280,219,975 120,633,975
△ 27,032,000 △ 27,031,226 △ 774

6,342,683,298 7,309,902,192 △ 967,218,894

建 物 支 出

前 期 末 前 払 金
期 末 未 払 金

前期末未払金支払支出

前 払 金 支 払 支 出

193,818,75620,083,336,054 △19,889,517,298支　出　の　部　合　計

翌年度繰越支払資金

資金 支出調整勘定

減 価 償 却 引 当
特 定 資 産 繰 入 支 出

〔予　　　備　　　費〕

貸 付 金 支 払 支 出

学 生 ・ 生 徒 預 り 預 金
繰 入 支 出

差　　　　　　異

支　　出　　の　　部

科　　　　　　　　　　目

借 入 金 利 息 支 出

予　　　　　　算

借入 金等利息支出

決　　　　　　算

設 備 関 係 支 出

退 職 給 与 引 当
特 定 資 産 繰 入 支 出

有 価 証券 購入 支出

借入 金等返済支出
借 入 金 返 済 支 出

施 設 関 係 支 出

構 築 物 支 出

資 産 運 用 支 出

ｿ ﾌ ﾄ ｳ ｪ ｱ 支 出

教育研究用機器備品支出

建 設 仮 勘 定 支 出

管理用機器備品支出
図 書 支 出

そ の 他 の 支 出

第 ２ 号 基 本 金 引 当
特 定 資 産 繰 入 支 出



　   （単位　円）

9,045,757,860

241,829,860

63,966,490

4,610,000

1,314,788,820

247,927,878

310,461,481

11,229,342,389

6,515,198,330

2,311,109,960

834,166,372

9,660,474,662

1,568,867,727

31,845,128

1,600,712,855

5,104,050

14,793,000

第2号基本金引当特定資産取崩収入 200,000,000

100,000,000

319,897,050

355,108,091

451,507,373

1,500,000,000

200,000,000

2,506,615,464

△ 2,186,718,414

215,607,433

△ 1,971,110,981

△ 370,398,126

750,000

400,000,000

109,393,744

224,000

90,000

53,655,941

14,530,000

59,449,912

638,093,597

96,788,340

319,788

735,201,725

189,130,000

300,000,000

100,000,000

750,000

54,678,744

644,558,744

21,815,640

30,072,321

696,446,705

38,755,020

0

38,755,020

△ 331,643,106

7,641,545,298

7,309,902,192

注　記
活動区分ごとの調整勘定等の計算過程は以下のとおり。

　   （単位　円）

1,690,530,200

297,556,422 142,442,000

△ △ 309,113,030 △ 9,640,000

△ △ 1,654,426,000

24,547,592 132,802,000 0

173,108,140 8,298,271

35,741,821

△ △ 189,116,271 △ 91,103,704 0

△ △ 27,031,226

△ △ 7,297,536 △ 82,805,433 0

31,845,128 215,607,433 0

借 入 金 等 返 済 支 出

有 価 証 券 購 入 支 出

教育活動による資金収支 施設設備等活動による資金収支 その他の活動による資金収支

その他の活動資金支出計

差 引

調 整 勘 定 等

その他の活動資金収支差額

前 年 度 繰 越 支 払 資 金

翌 年 度 繰 越 支 払 資 金

資金収支計算書計上額

支 払 資 金 の 増 減 額 （ 小 計 ＋ そ の 他 の 活 動 資 金 収 支 差 額 ）

金　　額

金　　額

金　　額

退職給与引当特定資産繰入支出

その他の活動資金収入計

学 生 ・ 生 徒 預 り 預 金 取 崩 収 入

活　動　区　分　資　金　収　支　計　算　書

平成 31 年  4 月  1 日から
令和  2 年  3 月 31 日まで

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
資
金
収
支

収
入

支
出

施
設
整
備
等
活
動
に
よ
る
資
金
収
支

収
入

支
出

教 育 活 動 資 金 収 入 計

教 育 活 動 資 金 支 出 計

教
育
活
動
に
よ
る
資
金
収
支

収
入

支
出

科 目

科 目

学 生 生 徒 等 納 付 金 収 入

手 数 料 収 入

特 別 寄 付 金 収 入

経 常 費 等 補 助 金 収 入

差 引

調 整 勘 定 等

教育活動資金収支差額

施 設 設 備 寄 付 金 収 入

施 設 設 備 補 助 金 収 入

一 般 寄 付 金 収 入

付 随 事 業 収 入

雑 収 入

人 件 費 支 出

教 育 研 究 経 費 支 出

管 理 経 費 支 出

減価償却引当特定資産取崩収入

施設整備等活動資金収入計

施設整備等活動資金支出計

施 設 関 係 支 出

設 備 関 係 支 出

減価償却引当特定資産繰入支出

差 引

調 整 勘 定 等

第2号基本金引当特定資産繰入支出

施設整備等活動資金収支差額

借 入 金 等 収 入

退職給与引当特定資産取崩収入

奨 学 貸 付 金 回 収 収 入

長 期 貸 付 金 回 収 収 入

預 り 金 受 入 収 入

小計（教育活動資金収支差額+施設整備等活動資金収支差額）

有 価 証 券 売 却 収 入

科 目

90,102,969

247,452,561

項 目

前 受 金 収 入

前 期 末 未 収 入 金 収 入

期 末 未 収 入 金

前 期 末 前 受 金

前 期 末 未 払 金 支 払 支 出

前 払 金 支 払 支 出

期 末 未 払 金

前 期 末 前 払 金

318,753,030

1,654,426,000

157,349,592

181,406,411

35,741,821

280,219,975

長 期 未 収 入 金 収 入

1,690,530,200

439,998,422

収 入 － 支 出

収 入 計

支 出 計

仮 払 金 回 収 収 入

27,031,226

受 取 利 息 ・ 配 当 金 収 入

小 計

貸 付 金 支 払 支 出

学 生 ・ 生 徒 預 り 預 金 繰 入 支 出

借 入 金 等 利 息 支 出

過 年 度 修 正 支 出

過 年 度 修 正 収 入

小 計

資料3



　   （単位　円）

9,051,381,000 9,045,757,860 5,623,140
5,449,986,000 5,448,174,650 1,811,350

692,440,000 692,440,000 0
481,136,000 480,466,000 670,000

2,312,690,000 2,310,790,000 1,900,000
73,142,000 73,117,500 24,500
14,415,000 13,580,000 835,000
8,922,000 8,915,940 6,060
18,650,000 18,273,770 376,230

251,345,000 241,829,860 9,515,140
229,925,000 220,243,000 9,682,000
6,293,000 6,403,180 △ 110,180
9,233,000 9,287,000 △ 54,000

5,894,000 5,896,680 △ 2,680

101,440,000 70,677,682 30,762,318
95,283,000 63,966,490 31,316,510
5,733,000 4,610,000 1,123,000

424,000 2,101,192 △ 1,677,192

1,377,255,000 1,314,788,820 62,466,180
753,079,000 698,505,818 54,573,182
489,944,000 492,356,074 △ 2,412,074
92,247,000 86,153,268 6,093,732
41,985,000 37,773,660 4,211,340

241,769,000 247,927,878 △ 6,158,878
201,727,000 201,486,375 240,625
82,790,000 83,046,000 △ 256,000
22,724,000 22,687,880 36,120
2,861,000 2,565,765 295,235
11,588,000 10,922,060 665,940

692,000 726,253 △ 34,253
2,165,000 2,209,820 △ 44,820
5,693,000 6,698,721 △ 1,005,721
37,676,000 36,868,046 807,954
2,715,000 2,974,500 △ 259,500
8,548,000 8,606,642 △ 58,642

720,000 720,000 0
5,863,000 5,862,800 200
9,342,000 9,307,500 34,500
8,350,000 8,290,388 59,612
5,850,000 5,926,760 △ 76,760
2,880,000 2,637,500 242,500
1,016,000 1,059,563 △ 43,563
1,944,000 2,177,697 △ 233,697

10,000 52,000 △ 42,000
34,192,000 40,514,743 △ 6,322,743
34,192,000 40,514,743 △ 6,322,743

290,511,000 314,737,574 △ 24,226,574
20,972,000 19,929,691 1,042,309

132,468,000 148,517,105 △ 16,049,105
99,692,000 101,908,231 △ 2,216,231

30,000 41,400 △ 11,400
13,787,000 13,786,500 500
23,562,000 30,554,647 △ 6,992,647

11,313,701,000 11,235,719,674 77,981,326

基 本 保 育 料
給 食 費

施 設 型 給 付 費 収 入
地 方 公 共 団 体 補 助 金

就職講座・試験料収入

生 涯 学 習 ｾ ﾝ ﾀ ｰ 収 入

国 庫 補 助 金

保 育 給 付 費 収 入

付 随 事 業 収 入
補 助 活 動 収 入

板 橋 学 寮 収 入
狭 山 学 寮 収 入
販 売 機 手 数 料 収 入
学 園 食 堂 収 入
出 版 部 収 入

ﾋｭｰﾏﾝﾗｲﾌ支援ｾﾝﾀｰ収入

私大退職金財団交付金
東京都私学財団交付金
入学案内書等頒布収入
科 学 研 究 費 関 連 収 入
そ の 他 の 雑 収 入

教 育 活 動 収 入 計

施 設 設 備 利 用 料

地域連携推進ｾﾝ ﾀｰ収入
幼 稚 園 収 入
ｸﾞ ﾛ ｰ ﾊ ﾞ ﾙ教育ｾﾝ ﾀ ｰ収入

ナースリールーム収入
附 属 事 業 収 入

臨 床 相 談 ｾ ﾝ ﾀ ｰ 収 入

産 後 ケ ア サ ロ ン 収 入
受 託 事 業 収 入

受 託 事 業 収 入

雑 収 入

子 ど も ｸ ﾘ ﾆ ｯ ｸ 収 入

免許状更新講習料収入

かせい森のﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽ収入

箱根仙石ｾ ﾐ ﾅ ｰ ﾊ ｳ ｽ収入

経 常 費 等 補 助 金

手 数 料
入 学 検 定 料
証 明 手 数 料
免 許 手 数 料
大 学 入 試 ｾ ﾝ ﾀ ｰ 試 験
実 施 手 数 料

寄 付 金
特 別 寄 付 金
一 般 寄 付 金
現 物 寄 付

特 定 保 育 料

事　業　活　動　収　支　計　算　書

平成 31 年  4 月  1 日から
令和  2 年  3 月 31 日まで

事
業
活
動
収
入
の
部

科 目 予 算 決 算 差 異

学 生 生 徒 等 納 付 金

教
育
活
動
収
支

授 業 料
入 学 金
実 験 実 習 料
施 設 設 備 維 持 充 実 費
教 職 等 課 程 履 修 料

資料4



　   （単位　円）

6,475,743,000 6,505,804,586 △ 30,061,586
4,045,485,000 4,060,814,961 △ 15,329,961
2,062,069,000 2,056,631,697 5,437,303

31,897,000 31,896,607 393
248,365,000 263,196,105 △ 14,831,105
87,927,000 93,265,216 △ 5,338,216

3,838,187,000 3,505,292,440 332,894,560
433,805,000 337,471,089 96,333,911
242,810,000 240,681,287 2,128,713
105,279,000 69,504,670 35,774,330
95,431,000 88,014,600 7,416,400
90,670,000 76,578,469 14,091,531

108,231,000 94,821,928 13,409,072
37,671,000 32,851,562 4,819,438
22,470,000 20,085,375 2,384,625
31,319,000 25,197,308 6,121,692
8,956,000 6,923,600 2,032,400

122,132,000 124,987,001 △ 2,855,001
239,454,000 216,413,384 23,040,616
25,166,000 19,528,451 5,637,549
9,992,000 9,546,524 445,476
3,974,000 1,808,629 2,165,371
35,815,000 31,431,639 4,383,361

186,032,000 128,883,860 57,148,140
771,463,000 720,753,705 50,709,295

298,000 103,374 194,626
44,673,000 39,187,136 5,485,864
30,045,000 28,577,175 1,467,825

1,192,501,000 1,191,941,674 559,326

1,025,379,000 975,643,363 49,735,637
43,103,000 40,770,972 2,332,028
73,567,000 58,390,887 15,176,113
52,799,000 51,026,944 1,772,056
30,477,000 12,280,772 18,196,228
76,247,000 78,479,585 △ 2,232,585
7,761,000 6,910,050 850,950
28,409,000 22,171,999 6,237,001
1,993,000 1,869,485 123,515
5,712,000 4,383,178 1,328,822

159,004,000 164,417,272 △ 5,413,272
32,746,000 31,518,717 1,227,283
40,897,000 35,953,507 4,943,493
5,141,000 5,097,080 43,920
2,276,000 1,102,866 1,173,134
11,489,000 12,859,995 △ 1,370,995
17,129,000 13,143,056 3,985,944
36,248,000 51,512,988 △ 15,264,988

229,890,000 212,837,956 17,052,044
234,000 79,262 154,738
644,000 480,176 163,824

1,000 1,000 0

27,862,000 28,878,625 △ 1,016,625
141,750,000 141,476,991 273,009

0 0 0

11,339,309,000 10,986,740,389 352,568,611

△ 25,608,000 248,979,285 △ 274,587,285

団 体 会 費
研 修 費

会 議 費
行 事 費
雑 費

支 払 報 酬
委 託 費

福 利 費

科 目 予 算 決 算 差 異

消 耗 品 費

免 許 手 数 料

旅 費 交 通 費
奨 学 費
印 刷 製 本 費
出 版 物 費
通 信 運 搬 費
損 害 保 険 料

減 価 償 却 額

修 繕 費
保 守 ・ 点 検 料
学 会 費 等

食 材 費
光 熱 水 費
旅 費 交 通 費
印 刷 製 本 費
出 版 物 費
通 信 運 搬 費
損 害 保 険 料
賃 借 料
広 告 費
修 繕 費
保 守 ・ 点 検 料
団 体 会 費
研 修 費
公 租 公 課
福 利 費

私 立 大 学 等 経 常 費
補 助 金 返 還 金

減 価 償 却 額

支 払 報 酬
委 託 費
会 議 費
行 事 費

雑 費

教 員 人 件 費
職 員 人 件 費
役 員 報 酬
退 職 給与 引当金繰 入額
退 職 金

徴 収 不 能 額 等

教
育
活
動
収
支

事
業
活
動
支
出
の
部

消 耗 品 費
光 熱 水 費

賃 借 料

教 育 研 究 経 費

管 理 経 費

教 育 活 動 支 出 計

教 育 活 動 収 支 差 額

人 件 費



　   （単位　円）

97,565,000 96,788,340 776,660

15,000 14,153 847

97,550,000 96,774,187 775,813

0 0 0

97,565,000 96,788,340 776,660

21,816,000 21,815,640 360
21,816,000 21,815,640 360

0 0 0

21,816,000 21,815,640 360

75,749,000 74,972,700 776,300

50,141,000 323,951,985 △ 273,810,985

0 0 0

21,598,000 34,475,236 △ 12,877,236
4,052,000 5,104,050 △ 1,052,050
2,750,000 11,743,000 △ 8,993,000
14,796,000 14,793,000 3,000

0 2,835,186 △ 2,835,186

21,598,000 34,475,236 △ 12,877,236

5,328,000 11,037,141 △ 5,709,141
0 2,123,143 △ 2,123,143
0 2,123,142 △ 2,123,142
0 1 △ 1

5,328,000 8,913,998 △ 3,585,998

203,000 3,348,772 △ 3,145,772

5,125,000 5,565,225 △ 440,225
0 1 △ 1

30,073,000 30,383,321 △ 310,321
30,073,000 30,383,321 △ 310,321

35,401,000 41,420,462 △ 6,019,462

△ 13,803,000 △ 6,945,226 △ 6,857,774

100,000,000 100,000,000

△ 63,662,000 317,006,759 △ 380,668,759

△ 2,300,642,000 △ 1,743,934,808 △ 556,707,192

△ 2,364,304,000 △ 1,426,928,049 △ 937,375,951

△ 10,857,652,885 △ 10,857,652,885 0

△ 13,221,956,885 △ 12,284,580,934 △ 937,375,951

11,432,864,000 11,366,983,250 65,880,750

11,496,526,000 11,049,976,491 446,549,509事 業 活 動 支 出 計

基本金組入前当年度収支差額

特 別 収 支 差 額

基 本 金 組 入 額 合 計

当 年 度 収 支 差 額

前 年 度 繰 越 収 支 差 額

翌 年 度 繰 越 収 支 差 額

事 業 活 動 収 入 計

〔 予 備 費 〕

（ 参 考 ）

予 算

決 算 差 異

教 育 活 動 外 収 入 計

科 目 予 算

その他の受取利息・配当金

受 取 利 息 ・ 配 当 金

その他の教育活動外収入

その他の教育活動外支出

特 別 収 入 計

施 設 設 備 補 助 金
過 年 度 修 正 額

そ の 他 の 特 別 収 入
施 設 設 備 寄 付 金
現 物 寄 付

資 産 売 却 差 額

事
業
活
動

収
入
の
部

事
業
活
動

支
出
の
部

特 別 支 出 計

事
業
活
動

支
出
の
部

教 育 研 究 用 機 器 備 品
処 分 差 額

車 両 処 分 差 額

過 年 度 修 正 額
そ の 他 の 特 別 支 出

決 算 差 異

科 目 予 算 決 算 差 異

借 入 金 利 息

教 育 活 動 外 支 出 計

教 育 活 動 外 収 支 差 額

経 常 収 支 差 額

借 入 金 等 利 息

教
育
活
動
外
収
支

事
業
活
動

収
入
の
部

科 目

第 ３ 号 基 本 金 引 当
特 定 資 産 運 用 収 入

特
別
収
支

予 算 決 算 差 異科 目

図 書 処 分 差 額

資 産 処 分 差 額

設 備 処 分 差 額

施 設 処 分 差 額

構 築 物 処 分 差 額
建 物 処 分 差 額



 （単位  円）

50,433,466,226 49,662,180,435 771,285,791

32,739,923,188 33,255,522,453 △ 515,599,265

12,643,932,422 12,643,932,422 0

15,475,547,077 16,028,130,029 △ 552,582,952

317,367,879 363,778,176 △ 46,410,297

1,706,026,797 1,662,264,173 43,762,624

150,852,545 168,568,963 △ 17,716,418

2,442,786,468 2,388,848,689 53,937,779

0 1 △ 1

3,410,000 0 3,410,000

12,496,266,386 11,105,660,130 1,390,606,256

5,000,000,000 3,700,000,000 1,300,000,000

141,670,000 141,670,000 0

2,054,225,886 2,063,619,630 △ 9,393,744

3,290,000,000 3,190,000,000 100,000,000

2,000,000,000 2,000,000,000 0

9,857,000 9,857,000 0

513,500 513,500 0

5,197,276,652 5,300,997,852 △ 103,721,200

4,936,697 4,936,697 0

318,226 318,226 0

54,048,729 58,329,929 △ 4,281,200

5,137,033,000 5,237,033,000 △ 100,000,000

940,000 280,000 660,000

0 100,000 △ 100,000

7,744,404,749 8,207,883,820 △ 463,479,071

7,309,902,192 7,641,545,298 △ 331,643,106

318,753,030 439,998,422 △ 121,245,392

61,070,783 52,360,188 8,710,595

0 14,530,000 △ 14,530,000

54,678,744 59,449,912 △ 4,771,168

58,177,870,975 57,870,064,255 307,806,720

特 定 資 産

第２号基本金引当特定資産

第３号基本金引当特定資産

資 産 の 部

資 産 の 部 合 計

その他の教育研究等引当特定資産

退 職 給 与 引 当 特 定 資 産

学 校 運 営 引 当 特 定 資 産

その他の固定資産

ｿ ﾌ ﾄ ｳ ｴ ｱ

有 価 証 券

長 期 貸 付 金

奨 学 貸 付 金

電 話 加 入 権

施 設 利 用 権

減 価 償 却 引 当 特 定 資 産

学 生 ・ 生 徒 預 り 預 金

教 育 研 究 等 引 当 特 定 資 産

現 金 預 金

前 払 金

流 動 資 産

未 収 入 金

仮 払 金

貸　　　借　　　対　　　照　　　表

令和 2 年  3 月 31 日

科　　　　　　　　　　　目 前　年　度　末 増　　　　　減本　年　度　末

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 設 仮 勘 定

教 育 研 究 用 機 器 備 品

管 理 用 機 器 備 品

図 書

構 築 物

建 物

車 両

資料5



（単位  円）

△

△

△

△

△

△

△ △

△ △

２．重要な会計方針の変更等　　　　　　　　　　　　　                なし

３．減価償却額の累計額の合計額 27,441,193,984 円

　　　…預り金に係る収入と支出は相殺して表示している。

        役員については期末要支給額 13,899,002円の100％を基にして私立大学退職金財団に対する掛金の累積額と交付額の累積額との

　　　　繰入調整額を加減した金額を計上している。

　(2) その他の重要な会計方針

　　有価証券の評価基準及び評価方法

　　　…移動平均法に基づく原価法である。

　　預り金その他経過項目に係る収支の表示方法

　　　…金銭債権の徴収不能に備えるため、個別に見積った徴収不能見込額を計上している。

　　退職給与引当金

　　　…退職金の支給に備えるため、大学及び短大等の教職員については、期末要支給額 2,199,118,954円の100%を基にして、私立大学

　　　　退職金財団に対する掛金の累積額と交付額の累積額との繰入調整額を加減した金額を計上している。

　　　　高等学校以下の教員については、期末要支給額662,211,733円から東京都私学財団よりの交付金相当額を控除した金額の100%を

　　　　計上している。

注　記

１．重要な会計方針　　　　　　　　　　　　　　　                

　(1) 引当金の計上基準　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　　徴収不能引当金

純 資 産 の 部 合 計 52,798,596,041 52,481,589,282 317,006,759

負債及び純資産の部合計 58,177,870,975 57,870,064,255 307,806,720

翌 年 度 繰 越 収 支 差 額 12,284,580,934 △ 10,857,652,885 1,426,928,049

第 ４ 号 基 本 金 740,000,000 740,000,000 0

繰 越 収 支 差 額 12,284,580,934 10,857,652,885 1,426,928,049△

第 ２ 号 基 本 金 5,000,000,000 3,700,000,000 1,300,000,000

第 ３ 号 基 本 金 141,670,000 141,670,000 0

基 本 金 65,083,176,975 63,339,242,167 1,743,934,808

第 １ 号 基 本 金 59,201,506,975 58,757,572,167 443,934,808

純 資 産 の 部

科　　　　　　　　　　　　目 本　年　度　末 前　年　度　末 増　　　　　減

預 り 金 403,488,728 349,832,787 53,655,941

負 債 の 部 合 計 5,379,274,934 5,388,474,973 9,200,039

未 払 金 281,382,370 181,406,411 99,975,959

前 受 金 1,690,530,200 1,654,426,000 36,104,200

流 動 負 債 2,564,281,298 2,374,795,198 189,486,100

短 期 借 入 金 188,880,000 189,130,000 250,000

退 職 給 与 引 当 金 2,054,225,886 2,063,619,630 9,393,744

預 り 保 証 金 等 2,000,000 2,000,000 0

長 期 借 入 金 756,520,000 944,650,000 188,130,000

長 期 未 払 金 2,247,750 3,410,145 1,162,395

負 債 の 部

科　　　　　　　　　　　　目 本　年　度　末 前　年　度　末 増　　　　　減

固 定 負 債 2,814,993,636 3,013,679,775 198,686,139



４．徴収不能引当金の合計額  3,644,460 円

　　　土　　地　　　　　　　 1,265,818,233 円

　　　建　　物　　　　　　　 3,649,649,001 円

６．翌会計年度以後の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる金額 1,038,913,849 円

①総括表

( ) ( ) ( )

△

( ) ( ) ( △ )

△

( ) ( ) ( △ )

②明細表

△

△

①平成21年4月1日以降に開始したリース取引

②平成21年3月31日以前に開始したリース取引

理　事 菅　谷　　定　彦 　当法人の日本私立学校振興・共済事業団借入に対する被保証

　　　　　また、時価と貸借対照表計上額との差額(評価損益)が-120,259,400円であるが、全ての債券が満期保有目的の債券で

　　　　　かつ政府保証債、地方債及びその他格付けが Ａ以上の有力企業の事業債などであり実際に評価損益が発生する可能性

　　　　　は低い。

　　　　　また、保有する株式は、すべてトヨタ自動車株式会社第1回ＡＡ型種類株式であり、発行から5年経過以降の所定の

　　　　　日に発行価格相当額の金銭対価で取得できるものである。

車 両

リース物件の種類

- 

- 

- 

0

9,137,033,000

5,877,417 円

教 育 研 究 用 機 器 備 品

管 理 用 機 器 備 品

23,097,480 円

120,514,900

(うち満期保有目的の債券)

(うち満期保有目的の債券)

4,399,940,000

4,437,033,000 4,493,180,500

4,455,832,000

4,700,000,000

(うち満期保有目的の債券)

時価が貸借対照表計上額を超えるもの

673,142 円

0 円

0 円

８．その他財政及び経営の状況を正確に判断するために必要な事項

　(1) 有価証券の時価情報

55,892,000

７.　当該会計年度の末日において第4号基本金に相当する資金を有していない場合のその旨と対策

５．担保に供されている資産の種類及び額

時　　　　価

　　第4号基本金に相当する資金を有しており、該当しない。

(単位　円)

　　担保に供されている資産の種類及び額は、次のとおりである。

　　関連当事者との取引の内容は、次のとおりである。

　(2) 通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている所有権移転外ファイナンス・リース取引

未経過リース料期末残高

　　　　注）当法人は日本私立学校振興・共済事業団借入に対して菅谷定彦より連帯保証を受けている。

　(3) 関連当事者との取引

2,747,520 円

リ ー ス 料 総 額

0 円

教 育 研 究 用 機 器 備 品

時価が貸借対照表計上額を超えないもの

貸借対照表計上額
種　　　類

差　　　　額

当年度（令和2年3月31日）

56,147,500

4,700,000,000

4,523,593,100

4,523,593,100

種　　　類
当年度（令和2年3月31日）

貸借対照表計上額

176,406,900

176,406,900

120,259,400合　　　　　計

120,514,900

37,093,000 37,348,500

　　　　　時価のある有価証券（特定目的の引当資産に含まれる有価証券を含む。）を記載した。

(単位　円)

時　　　　価 差　　　　額

有価証券合計 9,137,033,000

そ の 他

リース物件の種類 リ ー ス 料 総 額 未経過リース料期末残高

株 式

投 資 信 託

貸付信託

120,259,400

時 価 の な い 有 価 証 券

255,500

- 

時 価 の な い 有 価 証 券

有価証券合計

9,099,940,000 8,979,425,100

9,137,033,000

9,099,940,000

9,016,773,600

8,979,425,100

0

合　　　　　計 9,137,033,000

債 券

9,016,773,600

- 

- - 

- - 

管 理 用 機 器 備 品 46,298,320 円 14,768,083 円

0 円

属　性 役員・法人等の名称 取　　引　　の　　内　　容


